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拡大する大豆栽培
影響と解決策
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スで設立されました。地球上の生物多様性の保全と、人の暮らしが自然環境や野
生生物に与えている負荷の軽減を柱として活動しています。現在、特に力を注い
でいるのは、森や海などの生態系を保全すること、木材や魚介類など、自然資源
の利用を持続可能なものにすること、地球温暖化を防ぐこと。WWFのサポータ
ーになることは、今すぐ、誰もが始められる環境保全です。人と自然が調和して
生きられる未来を築くために、ぜひあなたの力を貸してください。　
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　高タンパク、高カロリーの大豆は、世界の食料供給にとってきわめて重要である。
だがその生産拡大には大きな犠牲がついてまわる。世界的な大豆生産ブームの陰で、
何百万ヘクタールもの森林や草原、サバンナが、直接的又は間接的に農地に転換され
ている。需要拡大が続くなか、直ちに行動を起こさなければ、多くの自然生態系が消
えることになる。大豆産業を一段と責任ある産業に移行させるため、大豆生産者や貿
易業者、飼料・食肉・乳製品の買付業者、食品加工業者や小売業者、金融機関、生産
国や消費国の政府、NGO、消費者など、誰もがその力を提供できるのである。

　大豆は何千年もの間アジアで栽培されてきたが、生産が激増したのは20世紀のこと
である。生産量はこの50年で2700万トンから2億6900万トンへと10倍に増え、今や
栽培面積は100万平方キロメートルを超えている。これはフランス、ドイツ、ベルギ
ー、オランダを併せた面積に当たる。近年拡大が著しいのは南米で、1996～2004年
の間に生産量は123%増加。そしてこの拡大にはとどまる気配もない。国連食糧農業機
関（FAO）は2050年までに大豆生産量がほぼ倍増すると予測している。

　単位面積当たり（ヘクタール）のタンパク質量を比べると、主要作物のなかで大豆
がもっとも多い。また大豆は、きわめて収益性の高い農作物でもある。2012年の世界
総生産高は約2億7000万トン。その93%をブラジル、米国、アルゼンチン、中国、イ
ンド、パラグアイのわずか6カ国で生産している。ボリビアとウルグアイでも栽培が急
拡大している。主な輸入国はEUと中国だが、一人当たり消費量では米国がトップであ
る。

大豆の用途
　大豆は人が食品としてそのまま食べることもあるが、ほとんどは圧搾して高タンパ
クの大豆ミールに加工し、それと同時に大豆油のほか、天然の乳化剤であるレシチン
などの副産物を得ている。大豆ミールは主に家畜用飼料になる。大豆油は食品や生活
用品（化粧品や石鹸など）に使われるほか、バイオ燃料としても使われる。

飼料：大豆の生産拡大が続いている最大の要因は、食肉消費の増大にある。世界の
大豆消費量のほぼ4分の3は家畜用飼料、特に家禽類と豚の飼料に向けられている。
1967～2007年の間に、豚肉生産高は294%、鶏卵生産高は353%、鶏肉生産高は
711%増加している。一方、これと同じ期間に、これら生産物の相対コストは低下して
いる。家畜用飼料の最大の供給源である大豆は、このコスト低下を可能にした工業型
農業モデルの重要な要素である。

食料：大豆の約6%は、主としてアジア諸国で、豆そのものか豆腐や醤油などの加工食
品として食用にされている。大豆はまた、焼き菓子やパンなどの材料やマーガリン、
食用油脂の原材料として使われるほか、ボトル入り調理用大豆油としても使われる。
大豆から抽出されたレシチンは、加工食品の添加物としてよく使われ、チョコレート
・バーからスムージーに至るまで、あらゆるものに含まれている。

本書の概要 この数十年、大豆は森林その他の重要な自
然生態系を脅かしながら、どのグローバル
作物よりも栽培を拡大している。本書ではこ

の問題の大きさと拡大の推進要因を明らかにし、解決に向けて私た
ちそれぞれが果たすことのできる役割について述べる。

生産量はこの50年で　
2700万トンから　

2億6900万トンへと　
10倍に増え、

今や栽培面積は　
100万㎢を超えている。

これはフランス、ドイツ、
ベルギー、オランダを　

併せた面積に当たる。
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燃料：大豆油はバイオディーゼルの原料としても使われている。世界の大豆生産量か
らみれば、この利用はわずかな部分を占めるにすぎないが、アルゼンチンなどの国々
では、これが大豆生産拡大の一因になっている。
 
増大する需要
　経済成長によって特に途上国や経済新興国で動物性タンパク質の消費が増えるにつ
れ、大豆生産は急増するとみられている。FAOは最近の予測で、2050年までに生産
量が5億1500万トンに達するとしており、そのほかにも、2030年まで年2.2%の割合
で増加するとの予測がある。中国では大豆の消費がこの10年で倍増し、2000年には
2670万トンだったものが、2009年には5500万トンになり、このうち4100万トンが
輸入であった。中国の輸入量は2021-2022年度までに59％の増加が予測されている。
アフリカと中東の市場でも、今後10年の間に急拡大が予測されている。

　課題は明らかである。このまま大豆生産を拡大し続けるには、そのための土地がも
っと必要になるということである。

失われる自然生態系
　この数十年の間に、広大な森林や草原、サバンナが農地に転換されている。南米全
体でみると、大豆の栽培面積は1990年に1700万ヘクタールであったものが、2010年
には4600万ヘクタールになり、その耕作地のほとんどが自然生態系からの転換であっ
た。南米では2000～2010年の間に2400万ヘクタールの土地が耕作地となり、これと
同じ期間に大豆の栽培面積は2000万ヘクタール増加している。

　これにより食肉生産は増加し、食肉の生産・輸出国には経済的な利益がもたらされ
た。だが、自然生態系の転換には大きな犠牲がついてまわる。生物多様性の減少、
気候変動の重要な要因である森林の消失のほか、生態系の破壊や劣化に伴って、なく
てはならない多くの生態系サービスが失われている。きれいな水や健全な土壌をはじ
め、花粉の媒介や病害虫防除など、さまざまな生態系サービスが失われているのであ
る。

　大豆の生産は、地球全体にとって重要な森林やサバンナ、草原を次のように脅かし
ている。
・地球上の生物種の10分の1が生息するアマゾン地域は、地球全体の気候の調節に
重要な役割を果たしている。ブラジルのアマゾンとボリビアのアマゾンでは、大
豆の生産により森林が減少している。どちらの地域でも、森林が直接に耕作地に
転換されたり、場合によっては牧畜が森林地域に追い出されたりして、森林が減
少している。
・セラードは世界の生物種の5%の生息地であると同時に、南米のもっとも重要な水
源の一つでもある。だがこの40年の間に、ブラジルのセラードのほぼ半分が農地
と放牧地に変わってしまった。大豆の栽培はいまやセラード生物群系（バイオー
ム）の約7%、イングランドの面積に相当する面積を占めている。
・大西洋岸森林は何世紀もの間に減少し、今やもとの面積のごくわずかをとどめる
にすぎないが、それでもまだ8000種以上の固有種が生息するなど、ここにはきわ
めて豊かな生物多様性が残されている。森林減少の最大の要因は大豆である。近
年、法的な保護措置によって事態に歯止めがかけられたが、これら現行法の存続
が危ぶまれている。
・アルゼンチンとパラグアイ、ボリビアにまたがるグランチャコは、生物種が豊か
で人口まばらな平野である。このグランチャコにとって最大の脅威は、主に大豆
が牽引する農業の拡大である。ここは世界でもっとも急速に転換が進んでいる地

本書の概要

南米全体でみると、
大豆の栽培面積は　

1990年に1700万ha　
であったものが、

2010年には　
4600万haになった。
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域の一つで、2010～2012年の間に切り開かれた自然植生は、50万ヘクタールに
及ぶ。
・ボリビアのチキターノ森林は世界最大の熱帯乾燥林であり、しかも地球上で消滅
の可能性がもっとも高い生態系の一つである。大豆栽培はボリビアの森林を猛ス
ピードで伐採しながら、急速に拡大している。
・大豆はまた、ウルグアイのカンポスや北米のプレーリー、アルゼンチンのパンパ
スなどの自然草原をも栽培地へと転換している。

責任ある大豆生産を目指して
　世界の人口と自然資源の消費量がかつてないレベルへと増加するなか、大豆の需要
も今後数十年にわたって引き続き増加すると考えられている。このまま「ビジネス・
アズ・ユージュアル（特に対策をとらないという方法）」を続けるなら、自然環境を
さらに失い、多くの生物多様性を失って、二度と取り返せない事態になる。農業だけ
でなくグローバル経済全体を支えている自然資本と生態系サービスは、さらに崩壊が
進んでいく。生態系プロセスは圧迫されてティッピングポイント（転換点）を越え、
壊滅的な事態になりかねない。炭素排出量の増加は、すでに深刻な気候変動問題を一
段と悪化させていく。

　しかし、みすみすこの道をたどる必要はない。解決策を講じることで、生物の多様
性と重要な生態系を守りながら、大豆その他の農産品の需要を満たすことは可能であ
る。

生産国の法的措置：森林と自然植生の保護政策には、大豆その他の農産物生産の無責
任な拡大を抑える力がある。だがこうした政策をとっても、単に問題が他の地域に転
嫁されるだけという場合もある。ほとんどの政府は、自国の自然生態系の一定部分を
守るために保護地域を設けているが、セラードやグランチャコなどの地域では十分な
保護策がとられていない。また、農場や他の私有地など、保護地域以外の土地を保全
するためにも法律は必要である。同じく重要なことは、こうした保護政策すべてを効
果的に実施することである。

土地利用計画の策定：WWFは、土地利用と自然環境保全とがバランスよく実現され
るために、すべての国が透明で体系的な計画策定プロセスを導入することを望んでい
る。「立入｣区域と「立入禁止」区域、つまり生産に使える地域（荒廃地や生産性の
低い放牧地など）と開発から守るべき保護価値の高い（HCV）地域とを見分けるため
に、さまざまなツールが用意されている。

産業界の対応：民間企業は、大豆の環境影響を低減するために対策をとり始めてい
る。これには、森林減少を回避するための個別の誓約（ブラジル・アマゾンの「大豆
モラトリアム」など）や集団での誓約（「責任ある大豆生産に関する円卓会議」（
RTRS）などの市民団体と協働で開発した自主的な認証制度など）がある。RTRSの基準
では、自然林の転換や、保護価値の高い（HCV）草原や湿地など森林以外の生息地に
ついても、転換を認めていない。

消費国の対応：消費国は、より責任ある大豆生産への移行を助ける重要な役割を担っ
ている。世界第2位の大豆輸入国であるオランダは、2015年までに輸入大豆を100% 
RTRS認証大豆（又はそれと同等）にすることを目指している。オランダ以外のヨーロ
ッパ諸国、例えばスイス、ベルギー、デンマーク、スウェーデンなどでも、同様の政
策を実施中または準備中である。このほか、責任ある方法で生産された大豆を選択す
る公共調達政策も、重要な対策になりうる。

本書の概要

"ビジネス・アズ・　
ユージュアル"を　

続けるなら、
自然環境をさらに失い、

多くの生物多様性を　
失うことになる。
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本書の概要

より良い管理手法（BMP）：BMPを用いると、農家は土壌の改良や生産性の向上、農
薬や水などの投入物の削減、環境への悪影響緩和などを実現することができる。イン
ドや中国など収量の少ない地域では、BMPを用いることで、栽培面積を広げずに収量
を増やすことが可能になる。ある地域での収量が増えれば、別の地域への栽培拡大を
防ぐことにもなる。同様に、きわめて集約度の低い放牧が行われている地域で畜産の
生産性を上げれば、その分大豆栽培に回せる土地が増えることになる。ブラジルの畜
産業界は、現在より30～40%少ない面積でも、牛肉の生産量を拡大しうることを認め
ている。

生態系サービスへの支払い制度（PES）：森林を切り開いて大豆を栽培すれば、短期的
には森林を保全するよりも多くの利益を得ることができる。PESはこの差を埋めてバラ
ンスをとろうとする制度で、そのための手段として自然生態系と生態系が提供するサ
ービスを守る人々に報酬を与える。例えば、パラグアイの新PES法やブラジルの改正森
林法では、法定の最低森林保護義務よりも多くの森林面積を保全する地主に対し、そ
の超過分を証書化して、義務を満たしていない者に売ることを認めている。REDD+や
炭素市場などの気候ファイナンス制度もまた、自然の植生を保全し回復するためのイ
ンセンティブになる。

責任ある投資：金融市場には、自然生態系を脅かす事業から持続可能な生産へと投資
先を変えることで、将来の大豆産業のあり方を変える力がある。大豆などの農産品の
投資家は、環境リスクが収益性に重大な影響を及ぼしうることに気づき始めている。
RTRSなど信頼できる認証基準を満たす取引先に対し、優遇条件を提供する銀行も増え
ており、このことが貿易業者や加工業者、生産者を動かすと考えられる。

消費を減らして廃棄を減らす：廃棄削減や動物性食品の摂取量低減により、大豆の需
要を抑えることができる。農場から消費者に至るまで、大豆サプライチェーンのどの
段階にも、廃棄を減らすチャンスがある。先進国が栄養士の推奨基準に従って動物
性タンパク質をバランスよく摂る健康的な食事を取り入れれば、自然生態系への圧力
を軽減することができる。WWFドイツが最近発表したレポートでは、ドイツ国民全
員がドイツ栄養協会の推奨レベルまで食肉消費を減らせば、農業生産に必要な土地が
180万ヘクタール減るとしている。これには、飼料用大豆の栽培面積82万6000ヘクタ
ール（主に南米にある）が含まれている。

　これ一つで万能という解決策はない。だが大豆の生産企業や買付業者、投資会社か
ら大豆の消費者や食肉製品の消費者に至るまで、我々には皆、選択するという力があ
る。この選択力を生かすことで、誰もが責任ある大豆産業の実現に貢献できるのであ
る。

　アマゾンやセラード、チャコをはじめ、地球とその住人の健康にとって欠かせない
豊かで貴重な生態系への圧力を軽減するために、今すぐ行動しなければならない。



 増え続ける大豆
　何百万ヘクタールもの土地が、家禽類の飼料にする大豆の栽培に明け渡
された結果、世界は今や、半世紀前に比べて4倍以上の鶏卵、8倍以上の鶏
肉を消費できるようになった。

　大規模で集約的な畜産業の発達とともに、大豆の生産は作物中最大の伸
びを示している。1970年に比べ、大豆の栽培面積は3倍以上に増えてい
る。需要は伸び続け、特に中国が著しい。世界の大豆生産量は2050年まで
にほぼ倍増すると予測されている。課題は明らかである。このまま大豆生
産を拡大し続けるには、そのための土地がもっと必要になるということで
ある。
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増え続ける大豆

大豆の生産量はこの20年の間に2倍以上に
増え、今も速いペースで増え続けている。
　この数十年、大豆は国際的に取引されているどの作物よりも栽培
を拡大している（Agralytica, 2012）。1970年に3000万ヘクター
ルに満たなかった栽培面積は、今や1億ヘクタールを超えている（
Agralytica, 2012）。世界の生産量は、1996～2004年の間に1億

3000万トンから2億600万トン（FAO, 2007）へと58%増加し、2012年にはほぼ2億
7000万トンに達している（USDA, 2013）。近年、伸びが著しいのは南米で、1996～
2004年の間に生産量は123%増加している。この伸びを牽引しているのは主にEUの需
要増と、さらに最近では中国の需要増であるが、国内市場も伸びている。ブラジルと
アルゼンチンでは、国内消費用と輸出用の食肉を生産するため、大豆の消費は増加し
ている。ただし、一人当たりの食肉消費量では米国がトップである。

　大豆の生産は急増を続けている。FAOは最近の予測で、2050年までに生産量が5億
1500万トンに達するとしており（Bruinsma, 2009）、そのほかにも、2030年まで年
2.2％の割合で増加するとの予測がある（Masuda and Goldsmith, 2009）。こうした予
測の大きさに疑問を投げかけるものもあるが（例えばGrethe et al., 2011）、大豆の需
要が増え続けることは間違いない。伸び続ける中国の需要に加え、アフリカと中東の
市場も今後10年間で急速に拡大すると予測されている（USDA, 2012）。将来の大豆需
要に大きく影響するものとして、世界人口の増加と食生活がある。そのほかの要因と
しては、燃料需要と燃料原料に関する問題、大豆のさまざまな用途に関連する政策、
協定、マーケットツール、企業方針、規制、指令などがある。ただし主要な課題は明
らかである。このまま大豆生産を拡大し続けるには、そのための土地がもっと必要に
なるということである。

1. 増え続ける
大豆

牛の放牧を集約化すれば、劣化した放牧地を大豆生産に向けることができる
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増え続ける大豆

Soybean Production

2008-09 2009-10 2010-11 2011-12 2012-13

Brazil 57,800 69,000 75,300 66,500 82,500

United States 80,749 91,417 90,605 84,192 82,055

Argentina 32,000 54,500 49,000 40,100 54,000

China 15,540 14,980 15,100 14,480 12,600

India 9,100 9,700 9,800 11,000 11,500

Paraguay 3,647 6,462 7,128 4,357 7,750

Canada 3,336 3,581 4,445 4,298 4,930

Other 9,464 10,605 12,211 13,798 14,079

Total 211,636 260,245 263,589 238,725 269,414

表 2 
大豆の生産量（単位：千トン）、
2008 ～ 2013 年
出典：United States 
Department of Agriculture, 
Foreign Agricultural Service. 
（米国農務省海外農業局）、
2013 年 1月現在のデータ

表 2 
大豆の生産量（単位：千トン）、
2008 ～ 2013 年
出典：United States 
Department of Agriculture, 
Foreign Agricultural Service. 
（米国農務省海外農業局）、
2013 年 1月現在のデータ

OthersChina EU ArgentinaIndiaBrazilUS

83.1Total: 260
72.1 34.7

6.5818.637

出典：ISTA Mielke, Germany, oilworld.de. 国内需要には国内消費と輸
出用家畜生産の両方が含まれる

大豆国内需要国別 （百万トン単位）

1961-63 2005-07 2050

Soybean production (million tonnes) 27 218 514

Harvested area (million ha) 24 95 141

Yield (tonnes/ha) 1.14 2.29 3.66

表 1
大豆の収穫面積と収量―
2050 年までの予測
出典： Bruinsma, 2009

表 1
大豆の収穫面積と収量―
2050 年までの予測
出典： Bruinsma, 2009

大豆栽培：土地を求めて
　大豆は数千年前から東アジアで栽培され、古代中国の神話では神聖なものとされて
いた。18世紀にヨーロッパと北米に持ち込まれたが、主に飼料用作物としてであり、
かなり最近になるまでアジア以外で大規模に栽培されることはなかった。大規模な栽
培は第二次世界大戦後に米国で始まり、1970年には世界の大豆の4分の3が米国で生
産されるまでになった。だが拡大のあげく、米国には生産に投入すべき土地がなくな
り、大豆の栽培は南米へと広がり始めたのである。その当初の1970年代、大豆が栽培
されたのは大西洋岸森林のほか、ブラジル南部とアルゼンチンの比較的気温の低い温
帯地域であり、そこでは自然の草原や人の手で作られたの牧草地をとり崩して栽培が
広がっていった。

　1975年、ブラジルは中国を抜いて世界第2位の大豆生産国となった。栽培は、土壌
が比較的肥沃なリオグランデドスル、サンタカタリーナ、パラナ、サンパウロの各州
に集中していた。こうした地域では、化学肥料を大量に投入しなくても大豆が育った
のである。ブラジルでは当時、化学肥料は普及していなかった。やがて農業用石灰と
化学肥料が普及するようになると、それまで集約的農業には不向きとされていた痩せ
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図 1
大豆と食肉の生産量の
推移と将来予測

（1961 ～ 2020 年）
出典：KMPG, 2013
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た土壌でも連作ができるようになり、栽培地域は北上してサバンナ地域のセラードに
及んだ。1990年代後半、低緯度地域に適した品種が開発されると、セラードとアマゾ
ンでの栽培はさらに拡大していった。そして2005年には、ブラジルは世界最大の大豆
輸出国となっていた（Boucher et al., 2011）。

　大豆栽培の地理的な範囲も拡大を続けた。アルゼンチンでは北上してチャコに入
り、ブラジルではマットグロッソ州のほか、中央・北部・北東部の諸州へ、ボリビア
ではサンタクルス東部の低地へ、そして北部パラグアイのチャコ地域へと広がってい
った（Pacheco, 2012）。アルゼンチンの大豆収穫面積は劇的に拡大し、1999-2000年
度に850万ヘクタールだったものが2012-13年度には1950万ヘクタールに達し、生産
量も増大した（USDA, 2013）。ボリビアの栽培面積は主要生産国に比べれば小さい
が、2014年には130万ヘクタールに達する見込みである。ボリビアの生産量は急増
しており、すでに南北アメリカでは第6位、世界全体では第8位の大豆生産国である（
ANAPO, 2012; FAO, 2007）。最近ではウルグアイでも大豆が栽培されるようになり、
すでに栽培面積は100万ヘクタール近くに達している（MercoPress, 2012）。

　南米の大豆栽培面積は、1990年には合計で1700万ヘクタールであったものが
2010年には4600万ヘクタールに達し、この増加分のほとんどが自然生態系からの土
地転換であった。この転換は必ずしも大豆に直結しているとは限らない。まず放牧地
として開墾され、後になって大豆が作付けされることも多かった。南米では2000～
2010年の間に合計約2400万ヘクタールが開墾され、これと同じ期間に大豆の栽培面
積は2000万ヘクタール増加している（Pacheco, 2012）。

130 206 270
514

（百万トン単位）

増え続ける大豆



アルゼンチンのチャコでは、土地を開墾して大豆栽培に充てるため、火入れが行われる。
アルゼンチンの大豆収穫面積は、この25年で4倍になった。
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141
million ha

2050

over

100
million ha

2012

under

30
million
ha

1970
Area harvested (thousand ha)

1990 2000 2010 2012

Argentina 4,962 8,638 18,131 19,350

Bolivia 143 617 1,086 1,090

Brazil 11,487 13,640 23,293 24,938

Paraguay 900 1,176 2,671 3,000

Uruguay 29 9 863 1,130

China 7,564 9,307 8,516 6,750

USA 22,869 29,303 31,003 30,799

Other 9,235 11,673 17,050 19,568

World total 57,209 74,363 102,613 106,625

次の行き先はどこに？
　今後の大豆需要増は、部分的には生産性の向上によって満たすことができる。す
でに大豆の単収は1960年代の2倍である（Masuda and Goldsmith, 2009）。世界全
体では2050年までにさらに50%上げられるはずだと予測されているが（Bruinsma, 
2009）、それはきわめて大きな挑戦だと言える。ブラジルとアルゼンチンは収量増を
目指して研究と育種に莫大な投資を行い、これまでに生産性は著しく向上したが、今
後その上昇幅は大きく減退していくものとみられる。また、このほかの開発途上生産
国では、収量は比較的低いレベルにとどまっている。例えばボリビアでは、道路イン
フラの未整備と夏の生育期間中の多雨とが相まって、畑で大量の大豆が廃棄される事
態が生じる。また冬の生育期間中の干ばつは収量低下の原因になる。ただし灌漑や施
肥管理、農業改良普及員による小規模農家への支援などは、いずれも収量を大きく押
し上げうるものである。中国とインドでは、大豆のほとんどを小規模農家が生産して
おり、生産性向上の余地はかなりある。特にインドではその余地が大きい（囲み記事
参照）。だが生産性が向上すると収益性が高まり、他の土地利用（特に自然地域の保
護に関わるもの）に対する競争力も高まることから、大豆栽培の拡大が加速されるお
それがある。

出典：  
Agralytica, 2012; 
FAOSTAT, 2013;  
Bruinsma, 2009

表 3
主要大豆生産国の収穫面積
出典：FAOSTAT
（FAO統計データベース）, 
2013

世界の大豆面積の拡大
（百万ヘクタール単位）

増え続ける大豆
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　FAOの推算によれば、単収（1ヘクタール当たりの収量）が向上してもなお、
2050年までに現在の1.5倍の大豆栽培面積が必要であり、つまりは2005～2007年の
9500万ヘクタールを1億4100万ヘクタールにする必要があるという。ただしこの数
字には、需要の押し上げ要因になるバイオ燃料用の大豆需要増は含まれていない（
Bruinsma, 2009）。ブラジルやアルゼンチン、中国、インドが米国とともに今後も市
場を支配し続けると考えられるが、ナイジェリアやモザンビーク、ウクライナなどの
国々も大豆生産を拡大し始めている。こうした国々での大幅な大豆生産拡大は、当然
ながら独自の問題を引き起こす。例えばモザンビークでは、日本とブラジルの支援で
「熱帯サバンナ農業開発プログラム（プロサバンナ）」（ProSAVANA-JBM）が進んで
おり、セラードを開発した経験を生かして、広大なサバンナでの農業拡大を推進しよ
うとしている。農民団体やNGOは、土地略奪を推進するものだとしてこのプログラム
を非難している（GRAIN, 2012, 2013）。

　各国による見通しもFAOの推計とほぼ同じである。例えばブラジルの農業省による
と、大豆農園は現在の約2300万ヘクタールが2018-19年度には2650万ヘクタールに
なるとしており、これは年2.43%の生産性向上と、主にセラードとアマゾンにおける
年1.95%の栽培面積拡大で可能になるという。つまり、家畜や他の作物に大豆が取っ
て代わるだけでなく、自然植生の転換も起きることになる（Brown- Lima et al., 発表
年記載なし）。またアルゼンチンは、2010～2020年の10年間に大豆の栽培面積を
1830万ヘクタールから2200万ヘクタールへと370万ヘクタール増加させる計画である
（Argentine Ministry of Agriculture, 2011）。

グローバル・マーケットに出荷する国内生産者
　小規模農家から世界最大級のアグリビジネス企業まで、さまざまな生産者が大豆を
国際市場向けに栽培している。大豆産業が急成長するなかで、生産規模は、商品市場
での競争力が高い大規模栽培へとしだいに移っていった。大豆は他に並ぶもののない
ほど大量に取引される産品となった。農産品・食品の7大二国間取引フローのうち、
5つが大豆・大豆派生品を主とする次の二国間取引である。1位：米国から中国への輸
出　2位：ブラジルから中国への輸出　3位：ブラジルからEUへの輸出　6位：アルゼ
ンチンから中国への輸出　7位：アルゼンチンからEUへの輸出（Lee et al., 2012）。ほ
とんどの大豆は生産者から買い上げられてごく少数の商社によって輸出されるが、な
かには団体を作って自ら輸出を始めた生産者もいる。大豆取引は従来から価格変動の
大きい取引である。2010年には、カナダの夏の多雨にアルゼンチンとブラジルの干ば
つが重なって、大豆価格は50%上昇している（McLaughlin, 2012）。大豆派生品（大
豆油と大豆ミール）は先物市場でも取引されている。多くの場合、大豆農家は種子や
肥料、農薬と引き換えに、作付け時に企業に大豆を先物で売る。この方法をとること
で、企業は長期的な環境コストを負うことなく、広範な土地と生産を間接的に支配で
きるようになるが（Pacheco, 2012）、小規模農家もリスクを回避しながら、グローバ
ルなサプライチェーンに加わることができるようになる。

大豆市場を動かす者たち
　大豆のバリューチェーンで大量の産品を動かしているのは、比較的わずかな大企業
である。これには圧搾業者や貿易業者、食肉・乳製品会社、小売企業やケータリング
企業などがある。こうした企業は大豆生産者に対してかなりの影響力をもち、自然生
態系を犠牲にして大豆栽培が拡大されることのないよう、大きな役割を果たす力を秘
めている（各種情報源に基づくWWF内部資料より）。

圧搾業者/貿易業者：少数の多国籍企業が大豆の圧搾と輸出入を支配している。なかで
も米国企業のアーチャー・ダニエルズ・ミッドランド（ADM）、ブンゲ、カーギル、

増え続ける大豆
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アルゼンチン：大規模生産者と150ヘ
クタール以上の中規模生産者で大豆の
ほぼ全部を生産している。

ボ リ ビ ア ：農場の規模は多様で、
500～5000ヘクタールの大規模な企業
農場から40～100ヘクタールの小規模
農家まで幅がある。

ブラジル：セラードでは、ほとんどの
大豆農場が300～2000ヘクタールの中
規模か2000～30000ヘクタールの大
規模であり、アマゾンでは、ほとんど
が3000ヘクタールを超える大規模農場
である。小規模農家（5～300ヘクター

ル）による大豆栽培は、大西洋岸森林
のみである。

パラグアイ：農場は44%が1000ヘク
タールよりも大きく、43%が100～
1000ヘクタール、13%が100ヘクター
ル未満である。

中国：約4000万の小規模農家（たいて
いは0.5ヘクタール未満）が栽培してい
るが、集団農場化されている。

インド：約500万の小規模農家がそれ
ぞれ1～2ヘクタールの土地で栽培して
いる。

さらにスイス発祥のルイ・ドレフュス・コモディティズが、中国を含めた全地域で活
躍している最大手である。対中貿易や圧搾に携わるアジア企業の役割も重要になって
おり、これにはウィルマー（シンガポール）、丸紅（日本）、中国糧油控股有限公司
（China Agri/COFCO）（中国）などがある。これらの企業は大豆市場の変革に大きな
役割を果たすことができる。

豚肉、鶏肉、乳製品：大豆ミールはほとんどが鶏と豚の飼料になり、最終的には豚肉
や鶏肉に姿を変える。北半球では、食肉加工業は大企業に集中している。ヨーロッパ
ではほとんどが国内企業だが、多国籍化の傾向もみられる。こうした企業には、豚肉
のデニッシュ・クラウン（デンマーク）、フィヨン（オランダ）、テンニース（ドイ
ツ）、鶏肉のLDC、グループ・ドゥ（フランス）、プルコン・フード・グループ（オ
ランダ）などがある。ブラジルでは、豚肉・鶏肉加工業は少数の企業に集中し、JBS、
ブラジル・フーズ、マルフリグの三社で鶏肉市場の30%を占める。同じく米国でも、
三大鶏肉加工会社（タイソン・フーズ、JBS傘下のピルグリムズ・プライド、パーデュ
ー・ファームズ）が45%のマーケット・シェアを占めている。豚肉ではスミスフィー
ルドが突出しており、タイソン・フーズとJBSがこれに続き、三社で米国市場の半分以
上を占める。スミスフィールドは最近中国企業双匯（そうかい）集団（英名はシャイ
ンウェー）に買収された（本書作成時にはまだ当局に承認されていない）。これは中
国企業による米企業買収としては過去最大である。双匯集団は中国の豚肉業界最大手
だが、マーケット・シェアは4%にすぎない。だが傾向としては、今後ますます集中化
に向かうものとみられる。大豆はまた、乳牛の飼料としても使われている。主な乳製
品メーカーには、フォンテラ（ニュージーランド）、クラフト・フーズ（米国）、デ
ィーン・フーズ（米国）、ユニリーバ（イギリス、オランダ）、ネスレ（スイス）、
フリースランド・カンピーナ（オランダ）、アーラ・フーズ（デンマーク）がある。
中国では伊利集団と中国蒙牛乳業有限公司が大手である。

小売業、ファストフード業、フードサービス業：小売業者は最終消費者に最も近いた
め、世論に敏感である。また小売業者は、サプライチェーンの随所に大きな影響力
をふるうことができる。売り上げでみると、小売業世界最大手はウォルマート（米

現在、米国・
ブラジル・

アルゼンチンで
世界の大豆の8割が

生産されており、
大豆貿易の9割を

占めている

小規模農家からアグリビジネス企業まで：
各国における大豆農家の規模

増え続ける大豆
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国）、カルフール（フランス）、テスコ（イギリス）である。ファストフード業者と
フードサービス業者（学校や病院などの施設に食事を提供する業者を含む）も、同じ
く重要な役割を果たす。店舗数でみると、ファストフード業界世界最大手は、マクド
ナルド、サブウェー、ヤム・ブランズ（KFC、タコベル、ピザハット）で、いずれも
米国に本拠を置く企業である。フードサービス業最大手は、コンパス（イギリス）、
アラマーク（米国）、ソデクソ（フランス）である。中国では食肉消費が急増してい
るが、今のところその大部分は大手ブランドを介さずに、個々の販売店で売られてい
る。

変化する市場：輸出国から輸入国に転じた中国
　ほかの多くの自然資源と同じく、大豆の今後の動向はますます中国市場の需要に左
右される。中国の経済発展は食肉消費の増加をもたらし、それと同時に深刻な耕地不
足をもたらしている。かつて中国は大豆の重要な輸出国であったが、1990年代以降は
純輸入国に転じ、現在の輸入量はEUより70%多い。中国の大豆消費はこの10年間に倍
増し、2000年に2670万トンだったものが2009年には5500万トンに達している。そ
のうち4100万トンが輸入である（Brown-Lima et al., 発表年記載なし）。中国の輸入量
は、2021-22年度までに59%増加すると予測されている（USDA, 2012）。

　中国とブラジル間の貿易は特に重要である。2000～2010年の間に両国間の貿易量
は10倍に増加している（Lee et al., 2012）。ブラジルの大豆輸出量の半分以上が中国
向けである。ブラジルの対中国貿易額は200億ドルを超え、輸出総額の31%を大豆が
占める。今後もこの傾向が続けば、2019-20年度には国際的に取引される大豆全体の
85%以上を中国の需要が占めることになる。世界貿易における中国の影響は実に大き
いが、この大豆の数値は世界貿易における中国のシェアを実際よりも大きく見せてい
ることに注意しなければならない。この数値には大豆ミールが含まれていないのであ
る。例えばEUの場合などは、大豆ミールの輸入量のほうが圧倒的に多い。だがそれで

インドと中国での小規模農家による大豆生産
　インドの大豆栽培面積は約1000万ヘクタールである。大豆はほぼすべて、1戸
当たり1～2ヘクタールの農地しかない約500万の小規模農家で栽培されている。
大豆は利益の大きい作物で、小規模農家の収入の約3分の2が大豆によるもので
ある。だが不安定な降雨、昔ながらの品種、投資の低さなどから、収量は低い（
Mondal,2011）。1ヘクタール当たりの平均収量は、ブラジルやアルゼンチン、米
国が2.9トンを超えるのに対し、インドは約1トンである。ただし、技術援助を受け
た農家ではすでに収量が50%増加している。

　中国も大豆の国内生産量が多く、特に東北部に栽培が集中している。栽培農家は
約4000万戸で、平均農地は約0.2～0.3ヘクタールである。輪作なしの連作、低収量
の種子、管理のゆきとどかないやせた土壌、環境ストレスなどが原因で、平均単収
は世界平均より低く、1ヘクタール当たり約1.7～1.8トンである。しかし、黒竜江省
の国営農場の平均単収はかなり高く、2005年には1ヘクタール当たり2.67トンであ
った（WWF中国プログラムの推計による）。

　中国そして、特にインドを中心に技術援助によって収量増を達成すれば、理論的
には需要が満たされ、世界のほかの地域で土地にかかる負荷を軽減できるはずであ
る。だが何百万もの小規模農家の参加を得ながら、農法を改良していくのは、そう
簡単なことではない。

増え続ける大豆
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も、中国の増大する需要で、ブラジルや米国のほか、アルゼンチンやパラグアイなど
の生産国や（Brown-Lima et al., 発表年記載なし）、おそらくはモザンビークなどのア
フリカ諸国からの輸出も増えるものとみられる。

　貿易の流れの変化は、政治や環境にも影響をもたらす。近年、ヨーロッパの消費者
や環境団体の圧力で、自然生態系への大豆の進入が、特にアマゾンを中心に抑制され
るようになった。ヨーロッパの買付業者を動かしたのは、森林減少に対する消費者や
環境団体からの懸念であったが、今のところ中国の消費者からは、このような懸念は
示されていない。だが大豆は食料安全保障上、重要な作物であるため、大豆栽培の長
期的な持続可能性や、大豆の生産性と価格に対する気候変動の影響は、将来、中国の
重要な課題となるはずである。

中国の大豆輸入の伸び  
（単位：千トン）

Soybean Imports
Country 2008-09 2009-10 2010-11 2011-12 2012-13
China 41,098 50,338 52,339 59,231 63,000
EU 27 13,213 12,674 12,474 11,810 11,300
Mexico 3,327 3,523 3,498 3,400 3,350
Japan 3,396 3,401 2,917 2,759 2,750
Taiwan 2,216 2,469 2,454 2,285 2,300
Indonesia 1,393 1,620 1,898 1,922 2,000
Thailand 1,510 1,660 2,139 1,906 1,950
Egypt 1,575 1,638 1,644 1,600 1,550
Vietnam 184 231 924 1,225 1,230
Turkey 1,076 1,648 1,351 1,057 1,200
Other 8,403 7,636 7,158 5,882 5,880
Total 77,391 86,838 88,796 93,077 96,510

Country Soy (million tonnes)
Beans Meal Oil Total

China 52.6 0.2 1.2 54
EU 13.2 23.3 0.7 37.2
Indonesia 2.1 2.9 5.0
Japan 2.8 2.2 5.0
Mexico 3.4 1.5 4.9
Thailand 2.0 2.4 4.4
Other 15.9 27.6 7.3 50.8

表 4
大豆輸入国　2008 ～ 2013 年（単位：千トン）
出典：USDA（米国農務省）, 2012

表 5
主な大豆輸入国 / 地域
出典：ISTA Mielke, 2012
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この 50 年間で大豆の生産高は 10 倍に
増えている。
大豆の栽培総面積は約 100 万平方キロ
メートルに及ぶ。

大豆栽培の
影響を受ける
自然生態系

森林：森林とは、面積0.5ヘク
タール以上の地域で樹高5m以上
の樹木が生育し、林冠率が10%以
上のものをいう（FAOの定義）。
本書で取り上げる森林は、アマゾ
ン、大西洋岸森林、チキターノ乾
燥林である。

サバンナ：サバンナは草原で、か
なりの数の樹木と木本植物が生育
するが、林冠を形成するほど密で
はない。セラードとグランチャコ
の大部分はサバンナであるが、ど
ちらにも森林地域が含まれてい
る。

草原：草原は、イネ科の草と草本
植物が優占する場所である。例と
しては北米のプレーリー、アルゼ
ンチンのパンパス、ウルグアイの
カンポスなどがある。本書では、
自然の草原と人工の牧草地を区別
している。人工の牧草地にはわず
かな種類のイネ科植物が栽培され
ているが、自生種ではないものが
栽培されていることも多い。

ウルグアイ
カンポス草原（特にウ
ルグアイ川流域）に主
要な影響がみられ、湿
地帯や全域の野生生物
に汚染の影響が及んで
いる。

ボリビア
チキターノ乾燥林を
はじめ、グランチャ
コ、セラードではき
わめて高い率で土地
転換が進んでいる。
下流の汚染被害がパ
ンタナール湿地にみ
られる。

ブラジル
現在最大の危機にさらさ
れているのは、セラード
である。そのほか、間接
的な影響（それと、おそ
らくは将来脅威となるも
の）がアマゾンと大西洋
岸森林に及んでいる。

パラグアイ
大西洋岸森林のうち、
残っている部分は依然
として伐採の危機に
あるが、時限立法によ
る土地転換停止によっ
て、伐採の勢いは劇的
に鈍化している。だが
大西洋岸森林地域にあ
る農地では大豆栽培が
拡大し、牧畜がグラン
チャコやパンタナール
へと追いやられてい
る。

大豆栽培の拡大で危機に瀕する景観

アルゼンチン
グランチャコとパンパス
草原のさまざまな場所に
主要な影響がみられ、ユ
ンガス森林地域にも影響
がみられる。

図 2 
大豆栽培の影響を受ける南米のエコリージョン
南米全域で栽培が拡大している大豆は、この地球でもっとも生物多様性に富む地域を脅かし
ている。危機にさらされている重要なエコリージョンについては本書で詳しく後述する。

増え続ける大豆



 大豆と森林減少 
　一台のトラックが大豆を積んでブラジルのセラードを行く。1950年代後
半以降、セラードの自然のサバンナと森林のほぼ半分が農地へと変わって
いる。

　大豆栽培の拡大に伴い、この数十年の間に南米全土で広大な面積の森林
やサバンナ、草原の植生が失われた。生産の拡大は続き、森林などの自然
生態系はかつてなく大きな圧力にさらされようとしている。生態系が消失
すると同時に、生態系が支えている野生生物も失われ、生態系が提供する
きれいな水や健全な土壌などの重要な生態系サービスも失われる。森林減
少は気候変動にも拍車をかけ、森林に生計を委ねている多くの先住民の暮
らしを脅かす。
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大豆、森林減少、貴重な生態系の消失
　今日、大豆は南米の大地に大きく広がり、重要な自然生態系にかかる圧力は日に日
に増している。

　この数十年の間に、開発途上国を中心に、広大な面積の森林や草原、サバンナが農
地へと転換されている。これにより、世界の増大する人口には食料が、生産国と輸出
国には経済的利益がもたらされた。しかし、自然生態系の農地転換には大きな犠牲が
ついてまわる。生物多様性は減少し、WWFの「生きている地球指数」によれば、熱帯

2. 大豆と森林減少 *

森林減少・劣化正味ゼロと森林減少最前線
　陸上の動植物種の10分の9は森林に生息し、その大部分が南米、アフリカ、東南
アジアの熱帯林に生息する。先住民6000万人を含めて、約16億の人々が食料や住
まい、燃料さらには生計手段などを森から得て暮らしている。森林は水循環を調整
し、土壌流出を防ぎ、気候を安定させるなど、重要な生態系サービスを提供する。
森林はその成長過程で炭素を吸収し、蓄積する。だが森林が伐採されると、大量の
二酸化炭素が大気中に放出される。

　世界の熱帯林の半分は前世紀に減少し、今も世界のいたるところで自然林が減
少し続けている。WWFでは、2020年までに森林減少・劣化を正味ゼロにする「
ZNDD」に取り組んでいる。この取組は地元の必要性にある程度柔軟に対応しな
がら、森林面積の減少も森林の質の低下も正味ゼロにするというものである。
ZNDDの計算をするときには、同種のものでしか差し引きをしない。つまり、厳し
く管理されたプランテーションを新設したとしても、原生の熱帯林生息地の減少を
この新設で相殺することはできない。WWFは、自然林あるいは二次林の減少率をゼ
ロに近づけたいのである。

　WWFは森林減少最前線10カ所を特定した。これは、いま現在から2020年までに
大規模な森林減少や深刻な森林劣化が予測される地域である。これらの地域はおお
むね、今後10年間に300万ヘクタール以上の森林面積を失おうとしている。大豆栽
培の影響によるものはこのうち3地域、アマゾン、セラード、大西洋岸森林/グラン
チャコである。

*本章で用いる「森林減少」と
いう用語は、便宜上、森林だ
けでなく、サバンナや草原な
どの他の生態系が大豆農場に
転換されることも指す。

何百万ヘクタールもの森林や
サバンナ、草原がこの数十年
の間に消えてしまった。その

結果、生物多様性は脅かされ、生態系サービスは枯渇
し、大量の二酸化炭素が放出されている。今日、大豆
栽培は、アマゾンや大西洋岸森林、チキターノ乾燥林
などの森林、さらには多様な景観が混在する地域やサ
バンナ、自然草原、例えばセラード、グランチャコ、
アルゼンチンのパンパス、ウルグアイのカンポス、北
米のプレーリーなどに、圧力をかけ続けている。

大豆と森林減少
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大豆と森林減少

地域の生物種の個体数は1970年に比べて平均60%減少している。森林の消失は気候変
動の大きな要因となり、世界の温室効果ガス排出量の最高20%は、森林消失によるも
のである（Taylor, 2011a）。生態系の破壊や劣化に伴って、なくてはならない生態系
サービスの多くが失われている。きれいな水や健全な土壌をはじめ、花粉の媒介や害
虫防除など、さまざまな生態系サービスが失われているのである。

　森林伐採やその他の生態系の開墾からは、社会的な影響も生じる。南米の森林には
多くの先住民集落があり、食料や住まい、燃料、薬、さらには生計手段などを森から
得て暮らしている。アルゼンチン（Kruglianskas, 発表年記載なし）とパラグアイ（
Hobbs, 2012）では、大豆栽培のために先住民の集落が強制移転させられている。

　近年南米では自然生態系の消失が進んでいるが、大豆栽培の拡大はその主因と言え
る。南米で大豆の生産量が増え始めた時期は、広大な森林や草原、サバンナが農地へ
と転換された時期と一致する。森林消失に対する国内からの懸念の声と消費国からの
圧力によって、特にパラグアイの大西洋岸森林とブラジル・アマゾンの残存森林が大
豆農場に転換されるのを防ぐため、一連の一時的な対策や恒久的な対策が実現した。
しかしこうした対策からは、残念な結果も生じている。大豆栽培の拡大が、ブラジル
のセラードのほか、アルゼンチン・パラグアイ・ボリビア東部にまたがるグランチャ
コなどの自然生態系へと誘導されたのである。「アマゾン・フリー」とラベルに表示
された大豆製品を買い付ける小売業者、特にヨーロッパの小売業者たちは、自分が環
境に優しい製品を買っていると思っているが、これは必ずしも真実ではない。大豆栽
培への直接的な土地転換という点から言えば、今日、もっとも大規模で破壊的な影響
がみられるのは草原やサバンナ、乾燥林の生態系であり、セラードやチャコの大半が
それに当たる。

　すでに耕地や放牧地に転換されている土地を大豆栽培に転用するのは、自然生態
系への影響を軽減する一策ではある。データからは、新たに森林を伐採した土地よ
りも、すでに牧畜で荒廃した土地での大豆栽培が増えていることが示されている（
Soares Domingues and Bermann, 2012）。土地をめぐる競争が激化すれば、牧畜業
者は経営の効率化を図るようになる。面積の割に飼養頭数が少ない放牧地の生産性を
上げ、空いた土地を作ることは、持続可能な大豆栽培拡大のための対策の柱になりう
る。これについては79ページで考察する。

　それでもなお、大豆に土地を追われた放牧地が、自然生態系を転換してどこかほか
の場所に作られる危険はある。例えばパラグアイでは、大西洋岸森林で放牧地が大豆
農場に変わったことと、グランチャコで土地が放牧地へと転換されたことの間には、
明らかに相関関係がみられる。アマゾンを対象としたいくつかのモデリング研究で
は、この間接的な土地利用の変化を森林減少と結びつけ、放牧地が大豆農場に変わる
ことが今後も森林の転換を引き起こすと推算している（Barona et al., 2010; Lahl, 2010; 
Lapola et al., 2010; Arima et al., 2011）。ただし、よりよい土地利用計画が策定され、
牧畜の集約化が促されれば、こうしたリスクは軽減できるはずである。また、牧場主
が土地を高額で大豆農家に売り、その代金で新たに林地を購入しているようだとの情
報もある（Lambin and Meyfriodt, 2011）。

　大規模な集約型の大豆生産には、それを支える大型インフラ、例えば輸送網や加工
工場、労働者用の施設などが必要であり、これがさらに自然生態系の消失を招くおそ
れがある。道路建設は、大豆栽培が開始されたために行われる場合もあるが、大豆栽
培を誘発する場合もある。道路網がセラードの中まで及んだために、それが契機とな
ってその地域一帯の森林減少が進んだという例がある。
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　ブラジルは、輸出用大豆の競争力を高めるため、一連のインフラ開発プロジェクト
を実施した。高速道路が新設され、大豆農場とさまざまな場所が結ばれた。ブラジル
南部の国内市場、アマゾナス州イタコアティアラやパラ州サンタレンのアマゾン川岸
に開港した深水港、そしてマラニョン州にあるブラジル最大の貨物港であるイタキ港
が大豆農場と結ばれたのである。今後もインフラを改善することで、ブラジルは大豆
などの商品作物を効率的に輸送できるようになり、かつコストも削減され、温室効果
ガスの排出も削減される。しかし、統治の弱い辺境地域では森林減少が進む可能性が
あり、アマゾンと大陸各地を結ぶために新たに舗装された高速道路沿いでは、特に森
林減少が進む公算が高い（Killeen, 2007）。

　以下では、大豆栽培の拡大でもっともリスクにさらされている地域、アマゾン、セ
ラード、大西洋岸森林、グランチャコ、チキターノ乾燥林、パンパス、カンポスにつ
いてそれぞれ考察する。
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大豆農場の拡大は、ブラジルにあるセラードのサバンナのような自然生態系に壊滅的な影響を与える。

大豆と森林減少
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アルゼンチンの森林減少
　政府発表の数値によると、アルゼンチンの森林減少はここ数年驚くべき速さで進
んでいる（Dirección de Bosques, 2008）。

Period Area deforested (ha) Annual rate of deforestation (%)

1998-2002 432,827 0.98

2002-06 806,027 1.93

2006-07 316,943 3.21

2007-08 136,081 1.41

Total: 1998-2008 1,691,878 1.63

　上の統計数値には、大豆による森林減少がかなり含まれている。特に、すでに述
べたグランチャコや大西洋岸森林のほか、低地ユンガスの森林での減少が著しい（
Gaspari et al., 2008）。農業前線の大規模な拡大を牽引しているのは大豆栽培で、
1988～2002年の間に550万ヘクタール増加した後も、栽培面積は増え続けている
（Banco Mundial,2006）。

表 6
アルゼンチンの森林減少　
1998 ～ 2008 年

大豆と森林減少
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世界の熱帯林の 3分の 1がアマゾンにある。

危機に瀕する景観 

アマゾン
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直接的な転換
だけでなく、

大豆は牧畜を森林に
追い込むことで、

アマゾンの森林減少
原因になっている

　ブラジル、ボリビア、ペルー、エクアド
ル、コロンビア、ベネズエラ、ガイアナ、
スリナム、仏領ギアナにまたがって広がる
アマゾンには、世界の熱帯林の3分の1があ
る。複雑にからみあった生命の網を織りな
すこの地には、10万を超える種類の昆虫や

4万種に及ぶ植物種をはじめ、ジャガー、アマゾンカワイルカなど絶滅の危機にある哺
乳動物にいたるまで、地球上の全生物種の10分の1が生息している。この10年、科学
者は3日に1種の割合で動植物の新種を発見している。この地域には、3000万人を超す
人々が暮らしており、多くの人々が森林とそこを流れる川で暮らしを立てている。

　アマゾンは河川流域として地球最大の面積を誇り、世界の河川から海に流れ込む総
水量の6分の1がここに源を発している。アマゾンは炭素の巨大な貯蔵庫としてだけで
なく、降雨パターンの変化にも大きく影響するなど、地球の気候に対してきわめて大
きな役割を果たしている。気候モデルの予測によれば、アマゾンの森林減少の影響は
南北アメリカ全土にとどまらず、おそらくはヨーロッパのように遠く離れた農業地域
にも、干ばつと不作をもたらす可能性がある。

　今日でも、アマゾンの約5分の4は手つかずのままである。だが2000～2010年の間
に、毎年約360万ヘクタールの森林が消失している（FAO, 2011）。森林の劣化も大き
な問題である（Foley et al., 2007）。アマゾンの森林減少にはいくつもの要因がある
が、大豆栽培もその一つである。そのほか、牧畜のための放牧地拡大（Wassenaar et 
al., 2007）、森林火災（Nepstad et al., 1999）、合法的伐採・違法伐採（Asner et al., 
2005）、舗装道路の開通（Kirby et al., 2006; Southworth et al., 2011）、気候変動に
よる劣化（Phillips et al., 2009）などがある。森林減少の根底にある複雑な要因とし
ては土地所有権の問題、犯罪（直接的な犯罪、マネーロンダリングによる犯罪）、貧
困、人口増加などが挙げられる（Fearnside, 2008）。

森林減少の大豆要因
　近年まで、アマゾンは大豆栽培に適さないと考えられていたが、作物育種などの進
歩によって生産の可能性が広がってきた。大豆栽培の急増が森林転換の要因であると
され（Kaimowitz and Smith, 2001; Bickel and Dros, 2003; Brown et al., 2005）、特に
ブラジルとボリビアではその傾向が強かった。

　アマゾンの熱帯雨林が直接に大豆農場へと転換されているだけでなく、今や、ブラ
ジルの大豆栽培拡大の多くは、かつて放牧に使われていた土地で起きている。こうし
た転用は森林減少を抑える解決策になりうるが（61ページ参照）、アマゾンの森林減
少の主因とされる牧畜を森林に追い込むことで、間接的に森林減少を引き起こす危険
がある。

　大豆栽培はまた、1990年代から21世紀初頭にかけてボリビアのアマゾンで急速に進
んだ森林減少の一因である（Hecht, 2005）。ボリビア東部では、大豆が牧畜に次いで
二番目に大きな森林減少の要因であった（Killeen et al., 2008）。栽培している土地以
外への影響としては、農薬と土壌流出による水系の汚染のように、自然生態系に対す
る影響も生じていた（Arvor et al., 2010）。

　この数十年の森林減少率がこのまま続けば、残されているアマゾンの森林のうち、
4分の1が今後30年以内に、37%が50年以内に失われかねない（Soares-Filho et al., 

大豆の影響を抑えることに成功した取組も
あるが、世界最大の熱帯雨林アマゾンは、
今なお続く大豆の脅威にさらされている。

危機に瀕する景観
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2006）。もっと悲観的な予測では、農産品需要の増大により、干ばつや森林火災の増
加など気候フィードバックの悪循環が増し、アマゾンの森林の約半分（55%）が今後
20年で失われるとしている（Malhi et al., 2007）。

　だが壊滅的な森林消失はまだ避けられるかもしれないという、明るい兆しもある。
ブラジルでは、アマゾンの森林を大豆栽培用に伐採することを停止する取組（モラト
リアム）がなされたことで、直接的な土地転換が激減した（55ページ参照）。新たな
法的措置からも森林減少率は70%低下し（Hecht, 2012）、2009年には年70万ヘク
タールの減少にとどまった（Assuncao et al., 2012）。2012年、森林伐採総面積は、
1980年代後半に毎年の記録を開始して以来、最低を記録した。

　しかし、この森林減少の低下傾向はまだ不安定であり、ブラジルの改正森林法（
Tollefson, 2011）が2012年半ばに施行されたことにより、森林減少率が再び上昇に
転じるおそれがある。ブラジル国立宇宙研究所の準リアルタイムのトラッキング・シ
ステムによると、ブラジル・アマゾンでは2012年11月～2013年2月の間に少なくと
も6万1500ヘクタールの熱帯雨林が伐採されている。この森林減少率は2012年8月～
2013年7月の間に加速し、面積20万ヘクタール以上の森林が前年比で92%も多く伐採
された（Martins et al., 2013）。
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アマゾンには、ジャガーをはじめ地球上の生物種の 10分の 1が生息する。

危機に瀕する景観
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アマゾンの森林減少

凡例

森林減少

森林以外の土地

2010年現在の森林

河川、湖沼

主な都市

森林減少（1988～2010年）の
データ源：
ブラジル国立宇宙研究所
（INPE）

森林被覆のデータ源：
WWFドイツ（Townshend et al., 
2011より作成）

危機に瀕する景観
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 危機に瀕する景観 

セラード

　乾燥草原や森林、湿地が多様なモザイ
ク状に広がるセラードは、かつてブラジ
ルのほぼ4分の1を占めていた。セラード
には、800種以上の鳥類のほか、オオア
リクイ（Myrmecophaga tridactyla）やア
ルマジロなど絶滅の危機にある動物60種
など（そのうち12種は近絶滅種）、世界
の生物多様性のほぼ5%が集まっている。

また、1万1000種以上の植物種が生息し、そのほぼ半分が世界でここだけにしかな
く、多くが食料や薬、工芸品に利用されている。なかでも目を引くのは何種類ものタ
ベブイアの木で、ピンクや黄、白、紫などの鮮やかな花をつけている。

　セラードはまた、水源としてもきわめて重要である。ブラジルは主に12の水文地域
に分けられるが、世界最大の湿地であるパンタナール湿地を含め、そのうちの6つがセ
ラードに水源を発する。ブラジル人の10人に9人は、セラードからの水で発電した電
力を使っている。また、ここにある樹木の丈は低いが根が深いので、セラードには見
かけの印象よりも大量の炭素が蓄えられている。このまるで「逆立ちをしているよう
な森林」のバイオマスは約70%が地下にあり、最近の研究では、1ヘクタール当たり約
265トンの炭素が蓄えられているという（Castro and Kauffman, 1998）。セラードで
起きた土地転換から排出される二酸化炭素は年間約2億5000万トンで、これはイギリ
スの年間排出量の半分に当たる。

セラードのサバンナは大部分がブラジルに入る
が、隣に広がる魅力あふれるアマゾンほど注目さ
れたことがなく、しかもその独特の生物多様性と
重要な生態系サービスは、押し寄せる大豆の波に
苦しんでいる。
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　かつてセラードは2億ヘクタール以上あったが、その中心部に超近代的な首都ブラ
ジリアが誕生した1950年代後半以降、自然の植生のほぼ半分が消失した（Sawyer, 
2008; Jepson, 2005; Jepson et al., 2010）。ブラジル政府は、この地域の53%が比較
的手つかずの状態にあるとしているが（MMA, 2010）、他の文献等によれば、この数
値は35%（Klink and Machado, 2005; Durigan et al., 2007）、21.3%（Conservation 
International, 2012）などと低い。今も残っている部分は細かく断片化され（Ribeiro 
et al., 2011）、1000ヘクタール以上が途切れずに続いているところはほとんどない
（Durigan and Ratter, 2006）。保護地域とされているのは1100万ヘクタール強で
あり、もっとも厳正な保護管理（国際自然保護連合（IUCN）保護地域管理カテゴリ
ーI～IV）のもとに置かれているのは総面積の1.4%、300万ヘクタール未満である（
Conservation International, 2012; Klink and Machado, 2005）。

森林減少の大豆要因
　土壌の酸性度と有毒なアルミニウムの濃度が高いセラードは、かつて農業には適さ
ないと考えられていた。だが新技術の発達により、この40年の間に農業が急速に広が
った。当初、この拡大を牽引したのは牧畜で、5000万ヘクタール以上が放牧地に変わ
った（Klink and Machado, 2005）。 しかし2000年以降は、大豆がトウモロコシや綿
花、サトウキビなどの作物とともに広範に栽培されるようになった。この変化がいか
に短期間に起きたかについては詳しい研究があり、1980年までにセラードの草原の
12%、2000年までに44%、2005年までに55%が開墾された（Brannstrom, 2009）。
WWFブラジルは、大豆の栽培面積がいまや1300～1500万ヘクタールに達し（WWF-

大豆の栽培面積は
いまやセラードの7% 強、

イングランドに相当する
面積を占めている
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Brazil, 2012）、セラード生物群系（バイオーム）の約7%、イングランドに相当する面
積を占めていると推定している。
　セラードの土地転換は、ブラジルの大豆栽培拡大と歩調を合わせるように急伸を続
けている。この植生の転換が、年間200～300万ヘクタールという2004年のペースで
続くと（Klink and Machado, 2005）、セラードの自然生態系は今後30年のうちにほと
んど消失してしまう。WWFのアセスメントによると（WWF-UK, 2011）、急速に植生
が変化した市町村は主に北部地域にあり、そこには新たに多くの大豆農園が誕生して
いる。例えばバイア州西部では、1993～2002年の間に大豆栽培面積が38万ヘクター
ルから100万ヘクタールを超えるまでに拡大した。

　コンサルタント会社の「ソイビーン・アンド・コーン・アドバイザー」の次の言葉
には、この業界が自然のセラードの価値を低く評価する傾向にあることが示されてい
る。「ブラジルには大豆栽培拡大の可能性がほぼ無限にあると言えます...。セラード
では曲がりくねった低木が自生の草地に点在していて、植生は低木地かサバンナに近
いのです。この植生は簡単に取り除いて、条植え作物に変えることができます。ブラ
ジルにはまだこうしたセラードが推定2億エーカー（8000万ヘクタール）もあるので
す。」（soybeansandcorn.com/Frequently-Asked-Questions）。

　だが心強いことに、農業開発に保護政策を組み込む取組も急速に進んでいる。最
近、ブラジル環境省はWWFや他の団体とともに、セラードの優先保護地域の地図を更
新した。国際金融公社（IFC）などのように、この地図を投融資方針に取り入れる組織
もある。
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ヴァガフォグ・サンクチュアリ（ブラジル、ピレノーポリス市）。
ブラジルのセラードのうち、厳しく保護されているのはわずか 1.4% である。

危機に瀕する景観
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凡例

森林減少

河川、湖沼

主な都市

自然の土地被覆

セラードの森林減少

森林減少（1988～2010年）
のデータ源：ブラジル環境省
（MMA）

危機に瀕する景観
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危機に瀕する景観 

大西洋岸森林

カルロス・ボテーリョ州立公園（ブラジル、サンパウロ市）のマザマジカ。現在残っている大西洋岸森林は法律で保護されている。
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　かつて大西洋岸森林は1億ヘクタール以
上もある世界有数の大森林で、ブラジルの
沿岸に沿ってパラグアイ東部やアルゼンチ
ン北東部へと広がっていた。だが何世紀
にもわたって伐採が繰り返された結果、
現在ではもとの面積のごくわずかをとど
めるのみとなっている。だがそれでもま
だ8000種以上の固有種が生息するなど（
Tabarelli et al., 2004）、ここにはきわめて

豊かな生物多様性と多様な文化が残っている。世界的大都市であるサンパウロとリオ
デジャネイロはこの地域にあり、残存する大西洋岸森林は流域を保護するなど重要な
生態系サービスを提供している。

　大西洋岸森林の注目すべき野生生物としては、ジャガー（Panthera onca）、ミナ
ミコアリクイ、バク（Tapirus terrestris）のほか、ゴールデンライオンタマリン（
Leontopithecus rosalia）など固有種の霊長類22種、さらにヨーロッパ全土のものを合
わせたよりも多い鳥類種などが挙げられる。地球上でここにしか生息していない両生
類も263種に上る。森林の樹種も半分以上がこの地域に特有のもので、1ヘクタール当
たり450種類もある。

　だがこの驚くべき生物多様性は脆弱である。ブラジルの生物種で近代になって
絶滅したとされる8種は、すべて大西洋岸森林の固有種である（Mittermeier et al., 
1999）。この森林に生息する530を超える種は、生物群系や国、地球のいずれかのレ
ベルで危機に瀕している。その多くは保護区域内で記録されたことがなく、それがい
っそう、こうした生物種を脆弱にしている（Tabarelli et al., 2004）。

　ブラジルの大西洋岸森林は、もともと1億3000万ヘクタールほどに及ぶ森林だった
とされる（Moratello and Haddad, 2000）。その面積は今や著しく縮小し、残っている
のは昔の11.4 ～16%（Ribero et al., 2009）とも、7～8% (Galindo-Leal and de Gusmão 
Câmara, 2003)とも推定されている。再生した若い二次林（Teixeira et al., 2008）や森
林回復の取組（Rodrigues et al., 2009）はあるものの、残っている大西洋岸森林の大
半は、50ヘクタール未満に断片化して散在している（Ribero et al., 2009）。ただし、
1993年にブラジルの大西洋岸森林に対して法的な保護措置がとられ、その10年後には
伐採が禁止された。

　パラグアイの大西洋岸森林は、もともと870万ヘクタールあった面積が2000年まで
に4分の1以下に縮小し（Huang et al., 2007; Huang et al., 2009）、さらに消失が続い
ていた。WWFの最近の推計では、残っているのはもとの面積のわずか13%である（Di 
Bitetti et al., 2003; Hutchison and Aquino, 2011）。

　現在、アルゼンチンには、大西洋岸森林の手つかずの森林としては最も大きな部
分が残っており、公有地、私有地併せて100万ヘクタール以上に及ぶ（Izquierdo et 
al., 2011）。ただし、1973～2006年の間にほぼ50万ヘクタールが消失している（
Izquierdo et al., 2008）。

森林減少の大豆要因 
　大西洋岸森林における森林減少の要因は、農業、牧畜、林業、産業林への転換（
Zurita et al., 2006）、道路建設（Freitas et al., 2010）など複合的であり、従来の作物

ブラジルとパラグアイでの保護措置強化に
もかかわらず、大豆栽培は残存する大西洋
岸森林を脅かし続けている。この森林は地
球上でもっとも脆弱で多様な森林の一つで
ある。

危機に瀕する景観
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が減少するとともに大豆の重要性が増したことも含まれる（Richards, 2011）。大豆な
ど作物栽培のための農地拡大や牧畜、植林などが森林断片化の大きな要因である。だ
がこうした要因の重要度は、地域によって異なる。近年まで、ブラジル南部諸州とパ
ラグアイ東部では大豆プランテーションが森林減少の主因であったが、アルゼンチン
のミシオネス州ではそうではなかった（di Bitetti et al., 2003）。

　ブラジルの大西洋岸森林では今や大規模な伐採は行われていないが、アルゼンチン
の大西洋岸森林では、農業の拡大や牧畜、木材伐採、産業林、道路建設などによって
急速に森林が減少している。ここでは大豆栽培は目立つほど行われているわけではな
いが、それでもアルゼンチンの主要農作物として、土地利用の変化に深く関わってい
る。パラグアイでは、政府が東部での森林転換を停止する法律を2004年に制定し、大
西洋岸森林の森林減少率を90%低下させた（Hutchison and Aquino, 2011）。この森林
転換停止法は何回か延長され、現在は2018年まで延長されている。
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大西洋岸森林の
樹種の半分以上が

この地域に
特有のもので、

1 ヘクタール当たり
450 種類もある。

ウナ生物保護区（ブラジル、バイア州）。大西洋岸森林の樹種の半分は、この地域固有のものである。

危機に瀕する景観



拡大する大豆栽培：影響と解決策 | page 37 

大西洋岸森林の森林減少

データ源：
Fundação SOS Mata Atlântica
（SOSマタ・アトランティカ基金）, 
2012

* パラグアイとアルゼンチンのデータはない。

凡例

森林減少
（2008～2012 年）

森林以外の土地

森林

河川、湖沼

主な都市

ウナ生物保護区（ブラジル、バイア州）。大西洋岸森林の樹種の半分は、この地域固有のものである。

危機に瀕する景観
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危機に瀕する景観 

グランチャコ

主に大豆が牽引する農業の拡大が、グランチャコの自然植生にとって最大の脅威である。
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　先住民のケチュア族にとって、グランチャコと言え
ば豊かな狩猟地のことであった。アルゼンチン、パラ
グアイ、ボリビアにまたがって広がるグランチャコは
人口がまばらで、狩猟の獲物になるペッカリーやバ
ク、シカ、アルマジロなどの哺乳類は、今でもこの地
域の大半を生息域としている。だが状況は、急速に変
わりつつある。

　グランチャコは約1億ヘクタールに及ぶ気温の高い乾燥した平原であり、有刺植物か
らなる乾燥林やサボテンの群落から雨期には冠水するヤシのサバンナに至るまで、さ
まざまな生息地で構成されている。グランチャコはきわめて豊かな多様性に恵まれ、
およそ3400種の植物、500種の鳥類、150種の哺乳類、爬虫類と両生類併せて220種
が生息している（TNC et al., 2005）。アルゼンチンのチャコだけで10種のアルマジロ
が生息しており、これは世界のどこよりも多い。南米大陸の中央に位置するため、多
くの渡り鳥の重要な中継地ともなっている。

　ここでは長い年月の間に少しずつ自然の植生が転換されてきたが、この転換のペー
スが近年加速している。この地域の自然景観の12～15%ほどが農地に転換されてい
る。この転換は、狭い帯状をなす亜湿潤地域に集中しており、そこでは、例えばいく
つかのケブラチョ林のように、もともとの森林が最大で80%も農地に変わってしまっ
たところもある（OAS, 2009）。

　アルゼンチンでは、30年間に120～140万ヘクタールほど（国の森林減少面積合計
の85%）、年減少率にして2.2%の割合で森林が消失した（Zak et al., 2004; Gasparri 
and Grau, 2009）。残存する大西洋岸森林に対する伐採規制が特にパラグアイなど
で強化されるにつれ（59ページ参照）、隣接するグランチャコへの圧力が高まって
きた。例えば2010～2012年をみると、主要3カ国合計で823,868ヘクタールの森
林が伐採され、その4分の3がパラグアイにあった（Monitoreo Ambiental del Chaco 
Sudamericano, 2012）。ボリビアでは、グランチャコに入る部分の中央部はグランチ
ャコ・カアア・イヤ国立公園と先住民地区にあり、保護されている。しかし北部と西
部にかけては土壌がきわめて肥沃なため、農地として開墾が進んでいる。

森林減少の大豆要因
　大豆栽培が牽引する農業の拡大は、グランチャコの自然生態系にとって最大の脅威
である。アルゼンチンでは、特に大豆を中心とする農業の拡大が森林減少の主因であ
る。需要の増大と、GM(遺伝子組換え)や不耕起栽培その他の新農法などの技術革新と
が相まって（Zak et al., 2008）、大豆の栽培は乾燥した生産性の低い地域へと広がっ
ている。

　グランチャコに関する詳しい統計資料はほとんどないが、アルゼンチンの総耕地面
積は、1990～2006年の間に約45%増加している。そしてこの期間に、大豆はアルゼ
ンチン第一の農作物となり、2006年には国内耕地面積の半分を占めるほどになって
いた（Aizen et al., 2009）。大豆栽培の拡大と森林・草原の消失との間には明らかな
相関関係がある。1987～2010年の間に、アルゼンチン北部の森林640万ヘクタール
と草原100万ヘクタールが農地へと転換されている。この期間に大豆の栽培面積は約
1100万ヘクタール増大したが、それ以外の作物の栽培面積はほとんど変わらなかった
（UMSEF 2007, 2008, 2012; CNA 1998, 2002）。グランチャコ内のサルタ州では、
1977～2008年の間に森林の4分の1が伐採された（Paruelo et al., 2011）。

南米最後のフロンティアの一つであっ
たグランチャコでは、主に大豆が牽引
する農業開発が加速度的に進んでいる。

危機に瀕する景観
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　2004年以前、パラグアイの森林減少率は世界で二番目に高く、40年の間にチャコ
の大部分を含む700万ヘクタール以上の森林が伐採された（Hutchison and Aquino, 
2011）。この伐採の大半は農業と牧畜のためであり、特に大豆栽培（Baldi and 
Paruelo, 2008）と牛の放牧（Abril et al., 2005）のためであった。パラグアイの大西
洋岸森林の保護を目的に、政府が「2004年森林転換停止法」（別名「ゼロ森林減少
法」）を制定してからは、この地域の大豆栽培はしだいに、かつて牛の放牧に使われ
ていた土地で行われるようになった。森林転換停止法は森林の保護だけを目的として
おり、サバンナなどの他の景観には適用されないため、牧畜が大量にグランチャコに
進出してくるという思わぬ事態を招いた。現在は、大豆までパラグアイのチャコの中
で栽培されている。ニューヨークタイムズ誌の記事によると、2012年3月までの2年
間におよそ50万ヘクタールが開墾され、牛の放牧と大豆栽培に道を開いたという（
Romero, 2012）。

　グランチャコへの圧力は、この地域のインフラが急速に整備されるのに伴って増加
し始めた。アルゼンチンの舗装道路網はこの7年間で10%伸び、「南米インフラ統合計
画（IIRSA）」では、チリの大西洋岸にある港とチャコとを結び、アジア市場へのアク
セスを改善する計画である。IIRSAの一環としてアルゼンチンでは、ベルグラノ貨物鉄
道の再建がすでに始まっている。ボリビアでは、半乾燥気候のためにこれまで集約的
な農業はできなかったが、農民が灌漑技術を取り入れるようになって、状況が変わり
つつある。
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オオアリクイは、グランチャコにもともと生息している哺乳類150種の一つである。

危機に瀕する景観
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チャコの森林減少

凡例

森林減少

森林以外の土地

森林

河川、湖沼

主な都市

森林減少のデータ源
（アルゼンチン北西部、2000 ～
2007年）：
J.N. Volante, et al., 2012

森林減少のデータ源
（アルゼンチン北西部以外、
2004～2013 年）：
CIAT Terra-I. データ
（Reymondin et al.）はウェブサイ
ト（www.terra-i.org）からダウン
ロード。

森林減少のデータ源
（ブラジル、1988～2010 年）：
ブラジル国立宇宙研究所（INPE）

森林被覆のデータ源
（アルゼンチン、2001年）: 
Secretaria de Ambiente 
y Desarrollo Sustentable, 
Ministerio de Salud y 
Ambiente de la Nacion, 2005. 
（アルゼンチン保健環境省環境
持続的開発局）、2005

森林被覆のデータ源
（ブラジル、2010）：
WWFドイツ（Townshend et al., 
2011より作成）

危機に瀕する景観
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危機に瀕する景観 

チキターノ森林

太古から続く他に類を見ないチキターノ森林には、スグロハゲコウ ( 写真 ) など多くの生物種が生息している。
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　熱帯乾燥林は、地球上でもっとも絶滅の危機に瀕し
ている生態系の一つである。そのなかでもチキターノ
森林は、今日健全な形で残っている乾燥林生態系とし
ては最大の大きさを誇る。チキターノ森林は湿潤なア
マゾンと乾燥したチャコとが交わる場所にあり、その
樹木は乾期には落葉し、森林火災からも洪水からも生
き延びてきた。未だ手つかずのチキターノ森林は大部

分がボリビアにあり、少しだけブラジルとパラグアイに入り込んでいる。

　この古代から続く他に類を見ないエコリージョンは、地球上でもっとも豊かな乾燥
林の一つであり、絶滅の危機に瀕する数多くの哺乳類をはじめ、多くの生物種が生息
している。こうした野生生物としては、ピューマ（Puma concolor）、タテガミオオカ
ミ（Chrysocyon brachyurus）、オオアルマジロ（Priodontes maximus）などがあり、
なかでもオオアルマジロは、IUCNのレッド・リストで危急種とされている。コウモリ
の群れが多く生息するスンサス山地の鍾乳洞を含め、チキターノ森林の大半は調査さ
れたことがない。

　かつてチキターノ森林は約1250万ヘクタールに及ぶ森林であったが、そのほぼ
15%が2001年以前に伐採された。サンタクルス県の1990～2000年の年平均森林減少
面積は推定約10万ヘクタールであるが、2000～2005年には年22万ヘクタールに上昇
している（(Killeen et al., 2007a）。チキターノ森林に対する主な脅威は牧畜と機械化
農業であるが（Killeen et al., 2007a）、鉱業も森林減少の重要な要因となっている（
Vides-Almonacid and Justiniano, 2011）。

　この10年間、ボリビアの森林はおよそ年0.5%（約25万ヘクタール）の割合で減少し
ている。そのためボリビアは、貴重な生態系と森林の継続的な減少の危機に瀕してい
る（森林・国土社会防御局（ABT）、2010年公式データ）。

森林減少の大豆要因
　ボリビアの機械化農業は1960年代から始まった。1960年代から1970年代にかけ
て、政府はグラン・チキターノ地域のサンタクルス県で商業的農業を推進し、イン
フラ投資や補助金付きの融資、さらにはアンデス高地やアルティプラーノの人口密
集地域から小規模農家の移住を促進するための入植プログラムを実施した（Klein, 
1982）。大豆の大規模栽培は、世界銀行が融資する開発プロジェクトの目標として掲
げられ、1990年代初頭に開始された。

　ボリビアの大豆栽培は、毎年ほぼ6%の割合で急拡大を続けた。現在、ボリビアで
の栽培総面積は100万ヘクタールを超えている（Pacheco, 2012）。「自然の友財団
（FAN）」（Fundación Amigos de la Naturaleza）は、機械化集約農業が今後25年で
100万ヘクタール以上拡大すると予測している（WWF-Bolivia, 2013）。ボリビアの場
合、機械化農業のほぼ90%を大豆栽培が占める。他の南米諸国に比べて土地と労働力
が安いため、これがさらに大豆栽培を拡大させていた。だが近年ではこれらの価格が
かなり上昇しており、今後の栽培拡大に歯止めをかける可能性がある。サンタクルス
県における大豆栽培の半分以上は外国人が所有する土地で行われており、そのうちの
4分の1はブラジル人が所有している（Mackey, 2011）。

　大豆栽培の拡大には、加速度的な森林減少が伴っている。ティエラ・バハスの年間
森林減少面積をみると、1975～1984年の間は8700ヘクタールであったが、1984～

ボリビアには、ほとんど知られていな
いがいくつかの乾燥林がある。この生
物多様性に富んだ乾燥林に、大豆栽培
拡大の矛先が向けられている。

危機に瀕する景観
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ウルグアイのカンポスの大豆
　自然の草原を意味するカンポスはウルグアイの多くの面積を占め、何世代にもわ
たって、放牧が主な営みとなっていた。2000年までの数十年間、カンポスでの主
な土地利用の変化といえば産業林の設置であった。だが今世紀になって、大豆がし
だいに作物としての重要性を増し、西部では、栽培面積が年5%以上も増加している
郡もある（Paruelo et al., 2006）。それまでほぼゼロであった大豆農場は、2002～
2012年の間にウルグアイの耕地面積の7%にまで拡大し、今やほぼ100万ヘクタ
ールを占めている。2012年に大豆はウルグアイの主要輸出作物となり、輸出額は
10億ドル以上に上った（MercoPress, 2012）。大豆は他の作物に取って代わり、か
つての牧草地や保全価値の高い放牧地、特にウルグアイ川の河岸に沿って広がって
いった。このあたりは土壌がきわめて肥沃で、土地の約6割が大豆栽培に充てられ
ている（Rios et al., 2010）。

　土地転換と平行して、農薬と化学肥料の利用が急増していることも懸念されてい
る。国際的に重要なラムサール条約登録湿地となっている「ウルグアイ川ファラポ
ス河口域・島嶼国立公園」の周辺では、魚やミツバチ、陸生動物に影響が出てお
り、藻の異常発生が頻発するようになっている（Rios et al., 2010）。

　他の南米諸国と同じくウルグアイでも、大豆栽培の拡大によって、生産者は小規
模農家から巨大アグリビジネスへと変わっている。社会経済調査によると、大豆栽
培の増加につれて、生産者数は急激に減少している（Narbondo and Oyhantçabal, 
2011）。

1990年には1万6500ヘクタール、さらに1990～1998年には8万9000ヘクタール（
年減少率にして4.56%）と拡大している（Steininger et al., 2002）。この傾向は続き、
2007～2008年には森林伐採が著しく加速している（Redo et al., 2011）。1950年代以
降、ボリビアのチキターノ森林だけでも65万ヘクタールが大豆栽培のために失われ、
それまでの土地利用や保護地域、先住民の土地に対してほとんど敬意が払われずに、
森林が伐採されたとする研究者もいる（Catacora, 発表年記載なし）。
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チキターノでは、火入れによって樹木を取り除いて開墾している。ボリビアではチキターノ乾燥林65万ヘクタール
が大豆栽培のために失われたとみられる。

危機に瀕する景観
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チキターノ森林の森林減少

凡例

森林減少

森林更新

森林

森林以外の土地

河川、湖沼

主な都市

森林減少のデータ源
（ボリビア、1990 ～ 2010 年）：
ノエル・ケンプ・メルカド自然史
博物館

森林減少のデータ源
（ブラジル、1988～2010 年）：
ブラジル国立宇宙研究所（INPE）

森林被覆のデータ源
（ボリビア、2010）：ノエル・ケンプ・
メルカド自然史博物館

森林被覆のデータ源
（ブラジル、2010）：
WWFドイツ（Townshend et al., 
2011より作成）

危機に瀕する景観
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　以下に述べる問題は本書の中心テーマではなく、しかもどこか他で詳細に論じられ
ているので、ここでは問題のアウトラインを簡単に示す。しかし、大豆栽培のあり方
を変え、栽培の拡大を誘導しようとする場合には必ず、森林その他生態系の転換の問
題とともに、これらの問題にも取り組まなければならない。

大豆、土壌、水、資源の利用
　大豆は集約的な作物であり、栽培にはエネルギーや水、農薬、土壌など大量の資源
を必要とする。自然生態系や放牧地の耕地への変更はすべて、土壌浸食を増大させ、
水循環を変える可能性がある。

土壌：ブラジルのセラードにおける大豆栽培のライフサイクル分析では、土壌浸食に
よる流出土壌は1ヘクタール当たり年8トンで、これに有機物の流出と土壌の圧縮や酸
性化が重なり（Mattsson et al., 2000）、流路の質を著しく低下させる。この10年、
不耕起栽培が増え、土壌浸食は減少している。だがこの栽培方法が全面的に普及して
いるわけではなく、大豆の需要増にあおられて浸食を受けやすい土壌にも作付けされ
るようになったこともあって、管理方法や土地の傾斜の度合い、気候によっては、土
壌流出が1ヘクタール当たり年19～30トンにも達することがある（Altieri and Pengue, 
2006）。

3. 大豆をめぐる論争 大豆栽培は、自然生態系の消失
だけでなく、さまざまな環境問
題や社会問題を引き起こす。
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森林が伐採されて間もない土地の土壌浸食（ブラジル）：自然生態系の変更は土壌浸食を増大させる可能性がある。
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水：大豆栽培が水循環に及ぼす影響は、国や地域によって大きく異なる。1997～
2000年をみると、世界の灌漑用水の4%が大豆に使われている。しかし使用量は一様で
はなく、南米の場合、大豆は主に天水作物だが、それ以外の地域では大量の灌漑用水
を使用している（Hoekstra and Chapagain, 2006）。研究によると、大豆農場の降雨遮
断率は遷移途上の熱帯林よりも高く、しかも土壌が圧縮されているために雨水の流出
が速いことから、地中深くや地下水にまで浸透する雨水の量は少ない。したがって、
集約的大豆栽培へと大規模転換を図ると、長期的には水の利用可能性が低下すると考
えられる（Bäse et al., 2012）。土壌浸食や残留農薬もまた、水質と水量に大きく影響
する。

農業用化学製品：近代的農業技術では、肥料や殺虫剤、除草剤などを集約的に使用す
る。農業用化学製品（農薬と化学肥料）の使用は、大豆栽培に伴う主な環境上の脅威
であり、農場の大小にかかわらず、土壌汚染を引き起こすほか、水質や水系の生物
多様性にも大きな影響を与える。農業用化学製品の使用は、人の健康にも影響を与え
る。マットグロッソ州での調査では、検査対象となった母乳62サンプルのすべてか
ら、1種類以上の毒性のある農業用化学製品が微量に検出された（Palma, 2011）。大
規模な大豆の単一栽培と、南米の年間を通しての温暖な気候が、重大な病害虫発生の
可能性を高めている。ブラジル地理・統計院（IBGE）の推計では、ブラジルの農薬総
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使用量の35%が大豆栽培に使われている。南米の大豆栽培では、窒素肥料の使用量を
減らすため、窒素固定作用のある根粒菌をほとんどの大豆種子に接種しているが、そ
の場合でもリン、カリウムその他の多量栄養素や微量栄養素は必要である。ブラジル
ほど根粒菌が使われていないアルゼンチンでは、大豆栽培により周辺へ大量の窒素と
リンが浸出し（Pengue, 2005）、下流の水質を汚染するおそれがある。

単一栽培：大豆の単一栽培（モノカルチャー）は空前の規模で行われている。広大な
土地で一つの作物だけを栽培する他のシステムと同様に、大豆の単一栽培は生態系サ
ービスを大きく縮小させ、昆虫や菌類などの病害虫防除用化学製品に対する依存度を
増大させる。単一栽培の規模そのものが、新たな病害虫の発生や拡大など、生態系に
対するリスクを生む。ブラジルで急増した大豆サビ病などはその例である（Altieri and 
Pengue, 2006）。

大豆栽培の社会的影響
　大規模な土地利用の変更からは、開発のコストと利益をめぐって相対立するさまざ
まな主張が生じるとともに、社会的な変化も生じる。かなり話題になって知られてい
る割には、大豆拡大の影響に関する詳しい社会調査はあまり行われていない。最近の
調査報告によると、アマゾン地域の大豆栽培拡大によっていくつかの貧困指標は低下
し、農村部の平均収入は増えたが、同時に不平等も拡大し、少数の者への土地所有の
集中化が進んでいる（Weinhold et al., 2011）。数少ない調査の一つでは、アルゼンチ
ンの大豆輸出量が大幅に増加したものの、この栽培拡大と地域住民の生活水準向上の
間には規則的な関係はみられないとしている（Banco Mundial, 2006）。

土地の集中：南北アメリカでの大豆栽培はほとんどが大規模な集約型であり、これは
小規模土地所有者には不利になる傾向がある。ただし、効率的な協同組合方式によ
り、小規模土地所有者が競争力を維持している地域もある。中規模以上の生産者の拡
大は土地の集中を促し、その結果、地域住民が土地を追われ、生計手段を奪われる可
能性がある（Pacheco, 2012）。ブラジルのセラードとアマゾンの場合、大豆を栽培し
ている土地の大半が少数の大地主に握られており、農場の多くは平均1000ヘクタール
で、なかには1万から5万ヘクタールに達するものもある（Brown-Lima et al., 発表年記
載なし）。大豆が綿花のような典型的な小規模農家の作物に取って代わったアルゼン
チンのチャコ州では、1998～2002年の間に100ヘクタール未満の農家数が80%減少
し、1000ヘクタールを超える農場が230%増加した（Dal Pont and Longo, 2007）。こ
れに対し、中国とインドではほとんどの大豆が小規模農家によって栽培されており、
生産性は低いが、経済的な利益ははるかに広く行き渡る。
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チキターノの伝統的な村：南米には、大豆栽培で土地の強奪が起きている国がある。チキターノの自然林に囲まれた大豆農場（ボリビア）
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雇用：農業労働にどのような影響が及ぶかは、大豆栽培が何に取って代ろうとするの
かによって異なる。雇用の機会は、牧畜よりも大豆栽培の方が多いが、大豆栽培が伝
統的な耕作に取って代わる場合には、雇用機会は少なくなる（Rathman et al., 2012; 
Goldfarb and Zoomers, 2013）。南北アメリカでは、例外はあるものの、収入は、多
数の小規模農家よりも少数の大企業に有利になる傾向がある（Pacheco, 2012）。大豆
栽培に転換したことで、アルゼンチンの一部地域では、農場労働者の5人に4人が失業
したと推定されている（Garcia-Lopez and Arizpe, 2010）。これに対しインドと中国で

は、何百万もの小規模農家にとって、大豆は
収入と雇用をもたらす重要な源泉である。

人権：地元のNGOや国際NGOは、土地の追
い立てや農薬乱用、さらにはパラグアイでの
大豆栽培に関連した土地の権利をめぐる抗議
運動への暴力的な鎮圧について報告している
（Semino et al., 2006, Dutch Soy Coalition, 
2006）。またグリーンピースは、アマゾン
地域の大豆農場における奴隷の違法な使用に
ついて報告し、だまされて農場に連れて来ら
れた者たちが、身元を示す書類を取り上げら
れ強制労働させられていると述べている。
ブラジル政府には、起訴された農場を記録
した「ブラックリスト」がある。例えば、
2004年に同政府が介入した大豆農場におけ
る奴隷労働事件は236件で、その被害労働者
数は児童127人を含む6000人に上っている
（Greenpeace, 2006）。この問題について
は、いったん明るみに出るとほとんどが解決
への取組が行われるようになった。NGOの
GRAINは、アルゼンチン、ボリビア、ブラジ
ル、パラグアイにおける大豆関連の土地強
奪事件について記録している（GRAIN 2012, 
2013）。先住民の集落に対する追い立ても、
アルゼンチン北西部（Kruglianskas, 発表年記
載なし）やパラグアイ東部（Hobbs, 2012）
の事件が報告されている。このパラグアイの
例では、何世紀にもわたって森で生計をたて
てきた先住民らが移転させられ、現在はシウ
ダ・デル・エステとアスンシオンという都市
で貧困のうちに暮らしている。アルゼンチン
のチャコに関する調査では、224件の土地紛
争が明らかにされ、大豆に関する紛争も多く
含まれていた。全体では270万ヘクタールを
超える地域の12万7886人が被害を受けてお
り、世帯数の4分の1が土地から追い立られて
いた（Redaf, 2013）。

大豆をめぐる論争

遺伝子組換え大豆 
　大豆に主として除草剤耐性をもたせるために、遺伝子組換え
（GM）大豆が初めて市場に導入されたのは1996年であった。
導入に反対している地域もあるが（特にヨーロッパ）、GM大豆
は今や世界中の多くの地域で栽培されている。南米の大豆の多く
は、除草剤グリホサートに耐性をもつ遺伝子組換え大豆である。
つまり、この非選択性農薬を生育期の大豆に数回散布することが
でき、大豆以外の植物はすべて枯れ、大豆だけが生き残るのであ
る。最近では、雑草がしだいにこの除草剤への耐性をもつように
なってきた。そのため、複数の除草剤に耐性をもつ新品種のGM大
豆が開発された。2009年には、世界の大豆生産量の77%がGM種
子から栽培されたものになっており、作付面積では6900万ヘクタ
ールと、2008年比で4.9%増加していた。現在、アルゼンチンや
米国などでは、栽培している大豆のほとんど全部がGM大豆であ
る。これに対し中国は、輸出向け、国内向けともに、非GM大豆
の世界最大の生産国を目指している（Anon, 2012）。インドも非
GM大豆の生産国である。本書で取り上げている地域では、GM大
豆も非GM大豆も栽培されている。

　WWFは、GMO（遺伝子組換え生物）の使用に対して推進も支
持もせず、GMOの導入に対しては予防的アプローチをとって、関
連する全産品に対し、非GMOを選択できるようにしておくことを
提唱する。

大豆農場で働く労働者：アルゼンチンでは、大豆栽培に転換したことで農場労働者の 5
人に 4人が失業した地域もある。
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 責任ある大豆
生産を目指して 
　世界の人口と天然自然資源の消費量はかつてないレベルへと伸び続け、
大豆の需要も増え続けている。このままでは、南米の森林や生物の生息地
など広大な地域がこの数十年で姿を消すことになる。

　だが別の未来もありうる。政府の政策や農法から大手の買付業者や投資
家の取組にいたるまで、大豆需要を満たしつつ、生物多様性と重要な生態
系を守ることのできる新たな解決策が登場している。

　写真はブラジル、パラナ州の不耕起栽培農場である。この方法を用いる
と、土壌の質の改善、炭素排出量の削減、土壌浸食の低減、化学製品投入
量の削減を図ることができる。
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　大豆の生産と消費はこの数十年の間に著しく増加し、その
過程で、自然界に対して膨大な負荷をかけてきた。そして今

後も、大豆の需要は増え続けていく。この需要の増加は、空前のレベルの世界人口と
自然資源消費の増加との同時進行である。このまま「ビジネス・アズ・ユージュアル
(特に対策をとらないという方法)」を続けるなら、すでに述べたような自然環境の消失
がさらに進むことになる。膨大な生物多様性が失われ、取り返しのつかない事態にな
る。農業生産だけでなくグローバル経済全体を支えている自然資本と生態系サービス
の劣化が進み、生態系プロセスは圧迫されてティッピングポイント(転換点)を越え、壊
滅的な事態になりかねない。炭素排出量は増加し、すでに深刻な気候変動問題を一段
と悪化させていく。

　しかし、みすみすこの道をたどる必要はない。解決策を講じることで、生物の多様
性と重要な生態系を守りながら、大豆その他の農産品の需要を満たすことは可能であ
る。本章では、責任ある大豆産業に向けて現在とられている解決策や今後とりうる解
決策を示す。これには、生産国と消費国双方での法的措置、先進的な生産者が報われ
るような市場インセンティブ、変革のための自主的な制度などがある。また、供給側
では、より良い管理手法（BMP）と責任ある投資方針により、大豆生産の持続可能性
を高めつつ、大豆産業の無責任な拡大に歯止めをかけることができる。需要側では、
廃棄と過剰消費を抑制する取組により、本当に必要な拡大だけが行われるようにす
る。

4. 責任ある大豆
生産を目指して

どのようにすれば、森林や生息地を減少
させずに、増え続ける大豆需要を満たす
ことができるのだろうか？
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大豆マッピングプロジェクト（ブラジル）：体系的な土地利用計画によって、大豆生産の責任ある拡大を実現で
きる。
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1. 産業界の対応
　顧客や株主の懸念やNGOの主張に応えて、あるいは自社の事業の長期的な評判や供
給リスクへの対策として、民間企業は大豆の環境影響を軽減するために行動し始めて
いる。具体的には、企業が個別にあるいは合同で森林減少を回避するための誓約をす
ることや市民団体と協働して認証制度を作ることなどが挙げられる。

　WWFは企業に対し、環境と社会を守るための厳しい基準に従って生産された大豆だ
けを買いとるよう求め、かつそのような企業を支援する。WWFは個々の企業にも産業
界の取組（下記参照）にも協力して市場を変革し、責任をもって生産され生態系を破
壊しない大豆が標準の存在となるように取り組んでいく。

　コンシューマー・グッズ・フォーラム：世界の大手製造業・小売業400社が参加す
る「コンシューマー・グッズ・フォーラム」（CGF）は、2020年を目標年とする森
林減少正味ゼロの達成を支援するため、その影響力を発揮し資源を動員することを誓
約した。CGFは、個々の企業の取組を通して、あるいは政府やNGOとのパートナーシ
ップにより、「パーム油や大豆、牛肉、紙・板紙などの産品を持続可能な方法で調達
する際のさまざまな問題に対し、期限を区切った費用効果のある行動計画をたてるこ
と」に取り組んでいる(theconsumergoodsforum.com/sustainability)。CGFは作業部会
を設置しており（大豆に関するものも含む）、RTRS認証大豆を選ぶよう企業に推奨し
ている。

　自主的な認証：環境・社会基準を満たす製品に対する認証制度と「エコラベル」
は、社会の主流になりつつある。よく知られているものとしては、持続可能な森林管
理に対する森林管理協議会(FSC)、責任ある漁業に対する海洋管理協議会 (MSC)、フェ
アトレード・ラベルのほか、さまざまな有機認証などがある。自主基準は業界基準の
引き上げに役立ち、国の政策にも影響を与え、ときには法的要件となることもある。
信頼できる認証制度にするには、多方面の利害関係者の参加を得て策定する必要があ
り、遵守状況については独立した第三者機関による定期監査が必要である。

　生産者は、認証によって、プレミアム価格などの付加価値や成長する認証大豆市場
へのアクセス、農業用投入物の割引や融資へのアクセスを得ることができる。認証基
準を満たすことによって生産性は向上し、有害な農業用化学製品やその他の投入物の
使用量は抑えられ、社会的な紛争や法的な問題も低減しうる。KPMGの調査によると、
1トン当たり1.5ドルのプレミアム価格を含めたさまざまな利益が重なって、生産者の
平均的な投資回収期間はわずか3年だという（KPMG, 2013）。また認証によって、製
造業者や小売業者は、自らの製品の持続可能性について裏づけのある主張をすること
ができ、責任ある選択をしたいと望む顧客に対して確実に応えることができる。

責任ある大豆のための円卓会議（RTRS）：大豆産業を持続可能なものにする上でも
っとも有望な認証制度が、RTRSである。2006年に設立されたRTRSは、20カ国150以
上のメンバーを擁する多方面の利害関係者による取組である。メンバーは、大豆産業
の本流から参加している生産者と小売業者のほか、環境・社会NGO（WWFなど）、
産品取引業者、消費者製品製造業者、飼料業者、銀行である。RTRSの目的は、責任あ
る大豆市場構築に向け、世界的に適用できる基準を作成することにある。RTRS原則に
従って責任ある方法で栽培された大豆に対し、初めての認証が発行されたのは2011年
5月であった。これまでにブラジル、パラグアイ、アルゼンチン、ウルグアイ、イン
ドの生産者が認証を取得し、ボリビア、中国、ウルグアイでは国家基準が策定されつ
つある。認証を発行するのは認定を受けた第三者監査機関である。責任ある大豆とし
て認められたRTRS認証大豆は、2013年1月に初めて100万トンに達したが、これは、

特に万能の解決策が
あるわけではない。

大豆の生産国や
消費国の政府、

大豆サプライチェーンの
あらゆる企業、

金融機関、市民団体や
消費者など、

あらゆる種類の組織や
人々が補完的に

関与していくことが
必要である。
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本書作成時における大豆の世界総生産量からみれば、0.5%にも満たない。RTRS基準（
RTRS, 2010）は多方面の利害関係者が関わる厳格で透明なプロセスによって作成され
たものであり、この基準では自然林のほか、保全価値の高い草原や湿地など森林以外
の生息地についても、転換を禁止している。また、法の遵守を要求し、河畔域植生の
保全と(必要な場合には)その回復を義務づけ、最善の管理手法を奨励し、公正な労働条
件を確保し、土地保有権を尊重している。

　RTRSはまた、サプライチェーンに沿ったCoC認証（生産・流通・加工過程の管理認
証）の普及を促進し、責任ある大豆を含む製品である旨の市場における主張を、確実
に検証できるようにしている。ただしこの認証は、動物性食品に「姿を変えた」大豆
については、現在、飼料産業までしか達していない。すべての生産者が責任ある大豆

　大豆栽培の自然生息地への進入を抑
えることは、RTRS の重要な役割であ
る。だが大豆栽培の進入を許してよい
地域と禁じるべき地域とを線引きする
のはそう簡単な作業ではない。

　ブラジルにおいて RTRS は、生産者、
買付業者、金融機関、市民組織（WWF
を含む）、マッピングや生物多様性保護
の専門家など、多方面の利害関係者か
らなるグループとマッピングプロジェ
クトに携わっている。このプロジェク
トでは、ブラジルにおける責任ある大
豆の拡大を示す大規模な地図を作成し

たほか、保全価値の高い地域の特定と
現地での生物多様性に優しい方法の確
定のための指針も策定した。ここで用
いた方法を使えば、他の国々でも同様
の地図と指針を作成することが可能に
なる。

　マッピングプロジェクトは、基本的
には RTRS 認証を受けようとする大豆
生産者のために行われているが、それ
よりも幅広く、牧畜や耕作などの土地
利用に脅かされている自然の生息地を
保護するためのツールとして、役立つ
と考えられる。

RTRS ブラジルマッピングプロジェクト

　RTRS は、遺伝子組換え大豆の生産
についても「責任ある大豆」として認
証しているとして、批判を受けてきた。
そのためWWF が RTRS に参加するこ
とについても、姿勢を問う声が聞かれ
た。

　WWF は、遺伝子組換えに対して推
進も支持もしない。WWF が考えてい
るのは、GMOの影響についてさらに研
究が必要であり、GM製品は透明性が
あり総合的な環境影響評価なしに環境
中に放出されてはならず、厳重な安全
措置が実施されなければならないとい
うことである。またすべての産品につ
いて、非 GM製品を選択できるように

しておくべきだとも考えている。しか
し、GM大豆が世界の大豆総生産量の
4分の 3以上を占めていることも事実
である。南北アメリカの多くの地域で
はこの割合がさらに高く、アルゼンチ
ンでは99%、ボリビアでは89%である。

　RTRS は、大豆産業の主流基準とな
ることを目指している。本書で取り上
げた自然生態系の転換を防止するあら
ゆる機会をとらえるには、GM、非 GM
を問わず、すべての生産者が話合い
の輪に入る必要がある。これと平行し
てWWF は、RTRS と協力し、責任あ
る非 GM認証大豆だけを扱うサプライ
チェーンの確立に取り組んでいる。

RTRS と GM 大豆生産
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だけを扱うサプライチェーンに入れるわけではないため、RTRSでは、認証大豆の「証
書取引プラットフォーム」を運営している。ここでは、生産者は生産したRTRS認証
大豆の量に対して証書の発行を受け、それを直接に、責任ある大豆を扱っている製造
業者や小売業者に売ることができる。RTRSはこれとは別に、非GM大豆（囲み記事参
照）に対する制度や、大豆バイオディーゼルのEU再生可能エネルギー指令適合を図る
ための制度を運営している（www.responsiblesoy.org）。

持続可能なバイオ燃料に関する円卓会議（RSB）：RSBは多方面の利害関係者が参加す
る組織で、WWFもメンバーであり、バイオ燃料やその他のバイオマス製品に対し、も
っとも包括的で信頼できる世界基準と認証制度の普及を推進している。RSBの原則と基
準には、生物多様性や生態系へのマイナス影響を回避すること、温室効果ガスの排出
を50%以上削減すること、食料と水の安全保障を向上させること、社会的・経済的な
発展に寄与することが含まれている。初めてRSBの認証が発行されたのは2012年であ
る。RSBはメタ基準であり、バイオ燃料の個々の供給原料に対する既存のさまざまな
認証制度（例えばRTRSなど）を認めるものである。現在、RSB認証の大豆はないが、
RTRS認証を受けたバイオディーゼル用燃料は、RSBに承認されている（rsb.org）。

ProTerra：WWFスイスとスイス小売チェーンのコープ（Coop）は責任ある非GM大
豆に関する基準を策定した。これはバーゼル基準とも呼ばれている。この基準が民
間認証サービス会社サート・アイディ社（CERT ID）によるProTerra基準に発展し、
RTRS基準に影響を与えたのである。ProTerraの要求事項を満たすブラジルの大豆供給
業者には、年間約400万トンの供給能力がある（2012-13年度の数値）。ProTerra基準

　NGO の 働 き か け（ 例 え ば Dros, 
2004）と消費者の圧力を受けて、ブラ
ジル大豆産業は、アマゾンの森林減少
に対して自主的な対策をとり始めた。
2006 年に、ブラジルの大豆加工業者
と輸入業者の 80% 近くを束ねる 2 団
体（ブラジル植物油産業協会（ABIOVE）
とブラジル穀物輸出協会（ANEC））は、
2006 年 6 月 24 日以降にアマゾンの
森林を伐採して作った農地で生産され
た大豆についてはその加盟業者が買い
とらないことを誓約した。WWF はこ
の「大豆モラトリアム」の専門作業部
会のメンバーであり、この取組のモニ
タリング・システムの継続的な信頼性
を確保する上で重要な役割を果たして
いる。

　当初、このモラトリアムは 2年を期
限としていたが、その後毎年更新され、
実施も徹底されてきた。衛星画像から
作成した森林減少地図に大豆栽培登録

農家を落とす方法で、毎年モニタリン
グされている。

　モラトリアムの成果は、リモートセ
ンシングによってモニターされている
（Rudorff et al., 2011）。2007-08 作物
年度から 2012-13 作物年度において
新たに森林が伐採された地域にあった
栽培地は、アマゾンの大豆栽培総面積
210 万ヘクタールのうちわずか 1 万
8100 ヘクタール（1%未満）であった
（WWF Brazil, Greenpeace, ABIOVE）。

　このモラトリアムは、アマゾンの森
林減少を食い止めるための重要な一歩
であった。多くの企業が自らのモラト
リアムの義務を真剣に受けとめてい
た。しかし、モラトリアムの成功と高
い注目度ゆえに、産業界が大豆と森林
減少の問題は解決済みだと錯覚してし
まう危険性がある。本書が示すように、
実態はまったく異なるのである。

ブラジルのアマゾン大豆モラトリアム
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はRTRSに匹敵するものだが、ガバナンス、透明性、認証制度の保証レベルという点で
改善の余地がある（proterrafoundation.org）。

有機認証とフェアトレード：有機認証制度のなかには大豆に適用できるものもある
が、大豆生産量全体に占める有機大豆の割合は、ごくわずかである。森林減少ゼロを
要求している有機認証もあるが、そのほかは生産者に対し、自然植生維持に関する法
律の遵守を義務づけているだけである。同じく、社会的、環境的に高い基準を設定し
ている他のラベル、例えばフェアトレード（Fairtrade）やブラジルのエコソーシャル
（EcoSocial）なども、必ずしも自然生態系の耕地への転換を取り上げているわけでは
ない。

2. 消費国の対応
　消費国には、生産国における責任ある大豆栽培への移行を促す重要な役割がある。
これまでも消費者の圧力は、「アマゾン大豆モラトリアム」（上記参照）を実現し、
RTRSその他の認証制度の設立を促した。

　WWFは消費国（特にヨーロッパ）において、責任ある大豆に取り組むよう業界に働
きかけるとともに、消費者の意識向上に取り組んでいる。例えば、WWFイギリスは
2011年に「セラードを救え」というキャンペーンを実施し（WWF-UK, 2011）、イギ
リスの大手スーパー7社をその標的にした。その結果、数社がRTRSに参加したほか、
期限を定めて責任ある大豆の調達を約束したところもあった。キャンペーンのオンラ
イン動画は、15万5000回を超える視聴回数を記録した。

　WWFオランダは、オランダ大豆連合（Dutch Soy Coalition）の共同創立者である。
この連合は、大豆栽培が環境と社会にもたらす悪影響を軽減するために7つのNGOが集
まって結成したものである。連合は、大豆の生産国や消費国の団体と協力して活動し
ており、責任ある認証大豆に対するオランダ政府の確約を引き出す上で重要な役割を
果たした（下記参照）。

オランダ政府の取組：EUの大豆輸入量の5分の1以上を占めるオランダは、世界第2位
の大豆輸入国である。2011年12月、主要な食料・食品供給部門、例えば飼料産業や
乳製品・食肉産業、農家、食品産業、小売業などは合同で、2015年までにオランダ
産の動物性食品の原材料大豆を100%、RTRS基準かこれに準ずる基準による認証大豆
とすることを目指すと約束した。オランダ政府主導の「持続可能な貿易イニシアティ
ブ」（IDH）とWWFなどNGOは、この約束を支持している。そしてこの目標の達成
を支援するため、関連企業は「責任ある大豆サプライチェーン移行財団」（Stichting 
Ketentransitie Verantwoorde Soja)を設立。この財団が南米の生産者のRTRS認証取得
を支援している。オランダの全大豆需要をRTRS大豆にするには約700万ユーロの投
資が必要とされるが、これを参加企業とIDHが折半で負担する。2012年には、オラン
ダ国内における責任ある大豆・大豆製品の割合は16%にまで増加していた。財団は、
2013年の責任ある認証大豆の買い入れ目標を100万トンと設定している。

他の国の取組：同様の取組が他のヨーロッパ諸国でも進んでいる。スイス大豆ネッ
トワーク（sojanetz.ch）は、大豆買付業者、生産者団体、製造業者、小売業者そして
WWFスイスによる連携組織である。目標として掲げているのは、2014年までにスイ
ス市場向け大豆の少なくとも90%を責任ある大豆にすることである。2012年の実績は
70%である。ベルギーでは、飼料業界団体ビミファ（bemefa.be）が、2015年までに
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拡大する大豆栽培：影響と解決策 | page 57 

全輸入量を責任ある大豆にすると約束している。そのほか、デンマークとスウェーデ
ンでも検討が始まっている。

官民のパートナーシップ：IDHは、18部門で競争前段階の市場の変革プログラムを実
施している。IDHは、オランダ、スイス、デンマーク政府から共同助成金1億3000万ユ
ーロを取得しており、投資についてはIDHと民間企業が共同で出資している。IDHの大
豆プログラム（idhsustainabletrade.com/soy）は予算額650万ユーロであり、制度的レ
ベルで大豆部門を責任あるものとすることを目的としている。IDHは現在、ブラジル、
アルゼンチン、パラグアイの大豆生産者がRTRS基準に適格となるよう支援するプロジ
ェクトに資金を投じている。共同出資者はオランダ企業のほか、ベルギーのビミファ
とスウェーデンのラントマネンである。

　熱帯林アライアンス2020（Tropical Forest Alliance 2020）（TFA 2020）は、大豆
など国際的に取引されている重要な産品に伴う熱帯林の減少をなくすことを目的とす
る官民のパートナーシップである。メンバーにはコンシューマー・グッズ・フォーラ
ムや米国、オランダ、ノルウェイ、イギリスの各政府が含まれている。市場、政策、
コミュニケーションなど各種アプローチを用いて熱帯林減少の要因に対処すべく、メ
ンバーは個別にあるいは協働して活動する。

EU再生可能エネルギー指令：EUは、2020年までに輸送部門で使用するエネルギーの
10%を再生可能エネルギーにする目標を掲げている。このEU再生可能エネルギー指令
（EU-RED）と、EU加盟各国で制定されている同様の法律は、大豆を原料とするバイ
オディーゼル燃料など、バイオ燃料の需要を急増させた。一方、EUは、市民やNGOか
らの圧力を受け、バイオ燃料が重要な生態系を破壊しないようにするための基準を設
定した。この基準の下では、EU指令の目標を達成するために購入するバイオ燃料は、
EUが認めるいずれかの認証制度に適合していなければならない。この認証制度のうち
で、RTRSとRSBは最も基準が厳しい部類に入る。だがWWFは、バイオ燃料が温室効果
ガスの排出や生物多様性、食料安全保障に及ぼす間接的な影響を考慮し、そのほかの
認証制度の基準が低すぎることを懸念しており、骨太の法律の制定を要求している。
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グリーン公共調達政策：責任ある大豆を優先するグリーン公共調達政策は、特に学校
や病院など、公的な組織が大量に食料を消費する国では重要なツールになる。これま
でのところ、食品へと姿を変えた大豆（飼料大豆など）まで明記している公共調達政
策はない。だがこれと似たような公共調達政策は現に存在しており、例えば多くのヨ
ーロッパ諸国では、適切に管理された森林から生産された木材と紙を指定する公共調
達が行われており、イギリスでは、責任あるパーム油を指定する公共調達が行われて
いる。

3. 生産国の法的措置
　生産国は一時的又は恒久的な政策や法律を導入して、森林消失の問題に取り組むと
ともに、それ以外の自然植生の消失に対しても、森林ほどではないが取り組んでい
る。こうした政策が効果的に施行されれば、大豆農場（のほか、その他農業ビジネ
ス）の無責任な拡大を抑えることができる。またそれらの多くは、大幅な生態系消
失への懸念を受けて、特定の地域を対象としている。政策はさまざまな成果をあげた
が、なかには、問題を他の地域に移しただけという場合もある。

　ほとんどの政府は、自国の自然生態系の一定部分を守るために保護地域を設けてい
る。生物多様性条約の下で、各国は生態学的に代表的な保護地域ネットワークを構築
することを義務づけられており、陸域の17%を保護することが世界の目標になってい
る。ただし、地域を特定して法的に保護することは、ほんの第一段階にすぎない。南
米で依然として問題である森林の劣化や違法占有を防ぐには、政府が効果的な保護
地域管理システムを構築し、統治を強化することも重要である。また、農地などの
私有地を含め、保護地域外の生物多様性の保全や保護を支える強力な法律も必要であ
る。多くの政府はまた、さらなる森林伐採を防ぐための資金を調達する方法として、
REDD+などさまざまなカーボン・オフセット制度を試行している。

ブラジル：ブラジルは、森林保護のためのさまざまな法律を制定している。公有地に
関しては、アマゾンに広範な保護地域ネットワークがあり、セラードと大西洋岸森林
にはこれよりも小規模な保護地域システムがある。私有の農場に関するもっとも重要
な法律は、森林法である。大西洋岸森林の伐採は20年間禁止されており、再生プロジ
ェクトでは断片化して散在する残存森林をつなごうとしている。アマゾンでは、土地
所有者は森林被覆率80%を維持する義務を負っているが、これは1996年以前の50%か
ら引き上げられたものである。セラードの土地所有者で、法律でアマゾン生物群系と
分類されている地域内（マラニョン州とトカンティンス州のそれぞれ一部とマットグ
ロッソ州）の者は、法律が執行されれば、土地の35%とすべての永久保護地域（合計
で、所有する土地の平均40～45%）を自然植生のまま維持することになっている。そ
れ以外のセラード地域では、これが「土地の20%とすべての永久保護地域」となり、
平均すれば土地の25～30%ということになるが、これもまた、法律が執行されれば
の話である。アマゾン地域に対する保護の強化や大豆モラトリアム、国際的な懸念の
声から、この20年の間、大豆栽培の拡大はそのほとんどがセラードで起きている。
2012年にブラジルの森林法が改正されたが、この改正をめぐっては農業部門と環境
部門の間に大論争が沸き起こり、NGO、研究者、政治家、森林部門さらには社会全般
を巻き込んで激論が交わされた。理論的には、改正森林法はほとんどの改正点におい
て、旧森林法よりも保護義務が後退している。だがたとえそうであっても、WWFブ
ラジルは、生産者に森林法を遵守させることが保護のための最優先事項だと考えてい
る。後退した内容であっても、森林法が厳正かつ一貫して執行されれば、大豆栽培と
牧畜があまり制御されずに森林生態系に進入してくるという現状は改善されるはずで
ある。
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アルゼンチン：2007年、アルゼンチンは森林法（法律第26331号）を制定し、各州
に対し、参加型の総合的土地利用計画策定プロセスを導入するよう義務づけた。これ
は、環境保護と環境計画立案への市民社会の参加という二つの点で画期的なものであ
った。現在、23州のうち20州が自然林の管理政策を実施している。森林法の成立以
来、アルゼンチンの年平均森林減少率は約20%低下し、年間およそ28万ヘクタールだ
ったものが23万ヘクタールへと減少している。だがそれでもまだ減少率はきわめて
高い。州森林管理計画で立入禁止区域とされている地域でも依然として伐採が続いて
おり、カテゴリーII(黄)の森林で25万9302ヘクタール、カテゴリーI(赤)の森林で1万
6148ヘクタールが伐採された。森林法が効果的に適用されていないことは明らかであ
る。実施のための財源も不足している（Greenpeace, FARN & FVSA, 2013）。「森林補
償基金」が生態系サービスへの支払い制度を通じて森林保護のインセンティブを提供
するはずであったが、法律で定める額のわずか10%しか資金が配分されておらず、ま
だ機能していない。

パラグアイ：長年にわたり森林減少率がきわめて高かったパラグアイでは、2004年、
パラナ川上流の大西洋岸森林を保護するため、時限立法の「森林転換停止法」（別名
「ゼロ森林減少法」）が制定された。その結果、森林減少率は90%低下した。WWFな
どの団体がこの法律の延長を求めて熱心に運動を続けた結果、法律は2018年まで延長
された。だが大西洋岸森林が厳重に保護されると、今度はグランチャコで牧畜用のに
然植生の除去が増加した。牧畜の多くは、大豆栽培に追われて大西洋岸森林から移っ
てきたものであり、ここでは今や毎年90万ヘクタール以上、植生が減少している。そ
の上さらに多くの土地が大豆栽培へと明け渡されており、特にパンタナールではその
傾向が顕著である。チャコでは一時的な伐採停止を実現しようとする試みが何度かあ
ったが、牧畜業者からの強い反対にあって実現しなかった。そのためWWFパラグアイ
は、これに代わる長期的な森林保護対策の導入に取り組んでいる。新法の制定や回復
プログラムを推進し、「森林法適合プログラム」を支援しているのである。この森林
法適合プログラムは、十分な面積の森林（20ヘクタールを超える土地について25%以
上、それに河川の両岸100メートルの範囲）を保全していない土地所有者に対し、森
林被覆の回復を義務づけるものである。これを補うものとして、生態系サービスへの
支払い制度（PES）に関する新たな法律により、法定最低基準の25%以上を保全する土
地所有者に対して金銭的インセンティブが与えられる予定である（63ページ参照）。

ボリビア：保護、開発、生産は、2009年に採択されたボリビア新憲法の三本柱であ
り、新憲法では、持続可能な開発をボリビア法体系の中核と位置づけている。この点
を土台にして憲法に続いて定められたのが「母なる大地の法」であり（「母なる大
地」とはボリビア先住民の文化でいう「パチャママ」のこと）、「自然と共存」する
人間社会を実現しようとするものである。この法律は主な三つの要素、安寧に生活す
ること（vivir bien）、母なる大地、統合的な開発から成り立っている。この法律が裏
づけとなっているのが、「一体的かつ持続可能な森林管理のための共同緩和／適応メ
カニズム（JMAM）」と呼ばれる森林管理モデルである。JMAMは森林の環境的な機
能の強化を目指し、森林生態系保全に対する先住民の貢献を認め、先住民の権利を守
り、森林統治システムを促進し、森林資源の利用とアクセスの持続可能性を強化し、
森林減少・劣化の根本原因に対する取組に貢献し、現地住民の持続可能な生活の向上
を促進するものである。ボリビア政府はまた、「食品安全性及び森林再生法」（法律
第337号）を制定して、1996～2011年の間に違法に伐採された土地での農業を振興
し、食品安全性と影響を受けた森林の再生を図ろうとしている。土地所有者がこの法
律の恩恵にあずかれるように、違法に伐採した土地の10%については森林を復元する
よう定め、残りは農業生産に充てることとしている。この法律に違反した場合には、
すでに伐採した全面積を直ちに元の状態に復元しなければならない。農業前線の前
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進は続いているが、それにもかかわらず、森林の保護と持続可能な開発に対しては広
範な支持がある。幸いにもボリビアは、人口はまばらで原生の自然生息地は広大であ
り、保護の可能性もかなり大きい。WWFは、今後も、国、地域、地元の各レベルの政
府機関と協働して保護と責任ある農業開発の両方を促進しながら、生産部門に関わっ
ていく。

4.土地利用計画の策定
　自然生態系を保護するための法律は、統合的で包括的な土地利用計画という広い視
野で制定する必要がある。

　WWFは、天然林や農園、農村部、都市部などが最適な分布になるように、すべて
の国が透明で民主的で参加型の土地利用計画策定プロセスを導入することを望んでい
る。「立入」区域と「立入禁止」区域、つまり生産に使える地域（荒廃地や生産性の
低い放牧地など）と手をつけてはならない保護価値の高い地域とを見分けるために、
さまざまなツールが用意されている。ブラジルでは、WWFとそのほかの市民組織が
政府や民間部門と協力して、「体系的保護計画の策定」に取り組んできた。これは、
土地利用を生物群系全体のなかで検討する科学的なアプローチである（Margules& 
Pressey, 2000）。WWFは、土地利用に関する意思決定には利用できる最善の自然科
学と社会科学を用いるべきだと考えており、その決定が土地利用の計画や規則、民間
部門の投資・調達方針あるいは地域社会と土地所有者間で合意した方法のいずれを通
じて行われる場合でも、そうあるべきだと考えている。

　WWFはまた、自然環境と自然環境のもたらす便益の価値を認め、これを土地利用に
関する意思決定に組み込む「グリーン・エコノミー」への移行を推進している。政府
や企業、自然保護団体、市民団体などにはそれぞれ、このプロセスで果たすべき役割
がある。
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5. よりよい管理手法（BMP）
　BMPを用いると、農家は農業用化学製品や水などの投入物を削減することができ、
さらに環境への悪影響を軽減することができる。例えば、人手や仕掛けによる害虫駆
除、益虫の利用などの総合病害虫管理技術を使えば、農薬使用量は減少する。同様
に、堆肥の施用や低耕起栽培、間作などを用いることで、土壌の健康と生産性を向上
させることができる。アグロフォレストリーや自然の植生帯の間に小さな畑を点在さ
せて大豆を育てるなど、さまざまな生産方法を利用することによって、環境への悪影
響を低減し、自然界の生物による病害虫防除など生態系サービスの恩恵を受けること
ができる（Moreira, 2009）。

　インドや中国など収量の少ない地域では、BMPを用いることで、栽培面積を広げず
に収量を増やすことができる。インドと中国の収量が増えれば、理論的には南米にお
ける栽培拡大を抑えることが可能になる。

　オランダのNGO「ソリダリダード」がRTRSと協力して実施する「農家支援プログラ
ム」（Farmer Support Programme）の取組が示すように、特にインドや中国の小規
模生産者の場合、BMPによって生産性を向上させる余地はきわめて大きい。このプロ

　南米には、かつて開墾されて放牧地に転換されなが
ら、現在は劣化してしまった広大な土地がある。この
土地を利用すれば、自然生態系を新たに農地に転換す
ることなく、大豆栽培をかなり拡大することができる。
同様に、きわめて集約度の低い放牧が行われている地
域で畜産の生産性を上げれば、その分大豆栽培に回せ
る土地が増えることになる。ただしその一方で、この
方法がかえって放牧地への転換を増大させないように
する対策も必要である。放牧地への転換は、アマゾン
などの地域における森林減少の主因なのである。

　ブラジルの放牧地は 2億ヘクタール、耕地と植林地
は 7000 万ヘクタールである。公式統計によれば、放
牧地のうち少なくとも 30% は劣化あるいは生産力が
適正水準よりかなり低下している。ブラジルで放牧地
の平均生産力を 30% 上げると、自然植生をまったく
転換せずに耕地面積を大幅に増やすことができ、その

上まだ劣化した放牧地も残されているので、そこで
自然植生を回復できる。畜産業界は、現在より 30 ～
40%少ない面積でも、牛肉の生産量を拡大しうると述
べている。

　放牧地と大豆など作物栽培を統合する耕畜連携が普
及しつつある。ブラジル政府は、低炭素農業（ABC）
プログラムの低利融資制度で、これを積極的に支援し
ている。WWF は、、ブラジルのアマゾンとセラード
で生産拡大を望む経験豊かな大豆栽培農家と、劣化し
た放牧地や生産性の低い放牧地をもつ牧畜業者とを結
びつける合弁事業を推進している。牧畜業者は、国際
的な気候ファイナンスを利用することで、優良な放牧
地や家畜管理方法に投資することができ、（栽培に充
てずに）残った土地でさらに多くの牛を飼えるように
なるかもしれない。

劣化した放牧地で大豆栽培：解決策の一つ

図 6
放牧地の生産性強化。
放牧地の生産性を上げ
ることで、現在ある放
牧地のうち一定の部分
を新たに大豆栽培に充
てることができる。
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グラムは小規模農家の効率的で持続可能な大豆栽培を支援する目的で2009年に開始さ
れ、現在、アルゼンチン、ボリビア、ブラジル、パラグアイ、インド各国で8万の大豆
農家と農場労働者を認証に向けて支援している。インドのマディヤ・プラデシュ州で
は、BMPの実施で生産性が20～30%向上した。それに加えて投入物の低減とRTRS認証
によるプレミアム価格により、栽培面積約4万5000ヘクタールの3万の農家の所得が向
上した（RTRS, 2012）。このほかソリダリダードのプロジェクトには、2012年に開
始した中国東北部の3万1000の農家を対象とする農法改良教育事業があり、3年以内
に2万ヘクタールがRTRS認証を受けることを目標にしている。生産諸国で活動する各
WWFもまた、小規模大豆生産者と協力して管理手法の改善を図り、RTRS認証取得を
支援している。例えば、ブラジルのマットグロッソ州では、生物多様性保護を支援し
ながら、女性生産者らの持続可能な大豆栽培に協力している。このプロジェクトで学
んだ教訓を、小規模生産者の教育に活用していく予定である。

　すでに高い生産性を達成しているアルゼンチンやブラジル、米国などの生産者が
BMPを実施すれば、少ない量の農業用化学製品と水で同じ（又は多くの）生産量を上
げながら、土壌の質も向上させることができる。米国ではWWFなどのNGOが、持続可
能な農業のための「フィールド・トゥ・マーケット」（fieldtomarket.org）という連合
に参加して活動している。生産者グループや小売業その他サプライチェーンの企業と
市民団体が一つになったこの連合は、成果に基づくアプローチを用いて継続的な向上
を図っている。

6. 生態系サービスへの支払い制度（PES）
　法定最低基準以上の森林被覆を維持することが地主の金銭的利益になることなど、
ほとんどない。その土地を大豆栽培などの農業用地にすれば、はるかに大きな利益に
なるからである。生態系サービスへの支払い制度（PES）は、森林を伐採せずに維持す
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パラグアイの大西洋岸森林でマッピングプロジェクトに取り組む地元の人々
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るほうが価値が高くなるようにする方法の一つである。PESの具体的な形はさまざまだ
が、基本は、自然生態系のサービスから恩恵を受ける者がその生態系を維持管理する
者に支払いをするということにある。例えば水力発電事業者であれば、上流のコミュ
ニティが水流を維持し、森林を保全して沈泥の堆積を抑えていることに対して支払い
をするなどである。

　それと同じく、REDD+（途上国における森林減少と森林劣化からの排出削減並びに
森林保全、持続可能な森林管理、森林炭素蓄積の増強）は、開発途上国で吸収された
炭素量に対し支払いをすることにより、開発途上国に対して森林維持への金銭的イン
センティブを与えるものである。炭素市場もまた、自然生態系の保全と回復に対する
資金提供源となる（WWF, 2013）。

　PESに自然生態系への大豆進入を抑える力があることは、ブラジル・セラードのマピ
トバ地域の例に示されている。近年、RTRSマッピングを行うなかで、この地域には多
くの保護価値の高い場所があることが判明したが、それを守ろうとすれば、生産者は
法定基準以上の自然植生を保全しなければならなくなる。ただ、ブラジルの改正森林
法では、所有地内の自然植生面積が法定基準より少ない生産者に対し、同じ生物群系
内で不足分を借りるか買うかすることで埋め合わせることを認めている。セラード内
でもマピトバ以外の地域には、この方法を使わざるを得ない生産者が多くいるため、
マピトバには、保護価値の高い広大な地域を保護する大きなチャンスが広がってい
る。

　パラグアイでは、新たなPES政策が承認されている（法律第3001/06号）。未だ実
施に至っていないが、実施されれば森林減少を食い止める取組を支えるものとなる。
所有地の25%（法定最低基準）を超える面積が森林の場合、その土地所有者は、最低
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基準を上回る分の森林について、環境サービス証書を受け取ることができるのであ
る。この証書は、法定基準を満たしていない土地所有者に売却することができ、相手
はそれを購入することで、25%基準を達成することができる。さらに、「環境サービ
スの提供者」は、資産税の控除も受けることができる。20ヘクタール未満の土地、先
住民の土地、保護地域の小規模土地所有者も証書を申請することができる。

7. 責任ある投資
　金融市場は大豆ブームをあおり、大豆ブームから利益を得ている。だが金融市場に
は、自然生態系を脅かす事業から持続可能な生産へと投資先を変えることで、将来の
大豆産業のあり方を変える力もある。大豆などの農産品の投資家は、生物多様性の消
失や気候変動などの環境リスクが投資収益に重大な影響を及ぼしうることに気づき始
めている。

　世界銀行グループの一員で、民間部門向け融資機関である国際金融公社（IFC）は、
2012年に、「社会・環境面での持続可能性に関するポリシーおよびパフォーマンス基
準」を改訂している。この基準は取引先に対し、「独立した監査・認証制度（RTRSの
ような）によって示された適切で信頼できる基準に従って持続可能な管理手法を実施
する」よう要求している。このIFC基準は世界的な基準であり、赤道原則採択金融機関
（EPFI）を構成する73の大手金融機関によって採用されている。

　一方、ケンブリッジ大学の持続可能性リーダーシッププログラムが事務局を務める
「金融機関の環境イニシアティブ」（Banking Environment Initiative (BEI)）の参加機
関は、2020年までに森林減少に関わる事業がポートフォリオに含まれないようにする
協定書を作成した。大豆をはじめ森林減少に関係する産品の生産、加工、取引に携わ
る取引先はすべて、3年以内に信頼できる認証を受けることを約束しなければならな
い。この検討に参加しているのは、バークレイズ、シティ、クレディ・スイス、ドイ
ツ銀行、JPモルガン、ラボバンク、サンタンデール、UBSの各行である。本書作成時
点で、農業向け貸出額の各行合計が世界総額のほぼ半分に上る銀行が、公式に協定書
に署名する準備を進めている。

　食料・農業部門には少しでも多くの資本が投入される必要があり、大豆は21世紀
の人類の食生活にとって、重要な部分になるはずである。だがこの資本投入は、環
境上、社会上のリスクと機会をみきわめて対応する賢い投資でなければならない。
WWFは持続可能な投資の手引きとして「2050年基準」（The 2050 Criteria）（WWF, 
2012）を作成し、こうしたリスクと、リスク評価のための主要なパフォーマンス指標
を発表した。金融機関はこの手引きを参考にすることで、責任ある大豆産業の創出に
積極的な役割を果たせるようになる。

8. 消費を減らして廃棄を減らす
　人類が消費する資源の量は地球が維持できる量をすでに上回っている。人口は
2050年までに90億人を超えるとされるなか、むだな消費を減らすことは喫緊のグロー
バル課題である。大豆需要は今後何十年も伸び続けると予測されるが、これは現在の
傾向に基づくものである。サプライチェーン全体で廃棄を減らし、動物性食品の摂取
を減らせば、この大豆需要の伸びを抑えることができ、自然生態系への圧力も緩和さ
れ、かつ食料の安全保障も向上するはずである。
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食料・食品の廃棄を減らす：毎年、膨大な量の大豆が廃棄されている。推計によれ
ば、毎年生産される食料全体の30～50%が消費されずに、12～20億トンもの廃棄物に
なって捨てられている（IME, 2013）。大豆ミールなどの穀類で飼育された家畜の肉や
加工品を無駄に捨てることは、環境上、きわめて重大な影響がある。トリストラム・
スチュアートは、その著書「Waste: Uncovering the Global Food Scandal」（2009）(邦
訳『世界の食料ムダ捨て事情』、2010年）に、次のように書いている。「イギリスの
家庭やアメリカの消費者、小売業者や飲食業者によって廃棄された食肉および乳製品
を生産するだけのために830万ヘクタールの土地が必要なのだ。これは昨年、ブラジ
ルで森林伐採が行われた土地面積の7倍にも及ぶ」。大豆を栽培する農場から家畜を飼
育する農場、スーパーマーケットやレストランから消費者に至るまで、サプライチェ
ーンのどの段階にも、廃棄を減らす機会はある。消費者、そのなかでも特に欧米の消
費者がよく考えて計画的に買い物や食事をすれば、驚くべきことに、南米の何百万ヘ
クタールもの森林や草原が失われずに済むのである（Stuart, 2009; Noleppa, 2012）。

動物性食品の消費を減らす：家畜のえさ用に穀物を栽培するのは、世界を養うために
はひじょうに非効率な方法である。ジョナサン・フォーリーは「いかに収量の高い
効率的な耕作地でも、それを家畜の飼料生産に充ててしまえば、世界の食料供給量
は減ってしまう」とサイエンティフィック・アメリカン誌に書いている（Scientific 
American (2011)）。世界の総耕地面積のほぼ3分の1が家畜用飼料の栽培に充てられて
いる（FAO, 2006）。世界の16億頭の牛、スイギュウ、ラクダが消費する飼料は46億
トンに上り、これは世界中の人を養うのに必要な量の4倍以上に当たる（Flachowsky, 
2008）。いくつもの政策文書が発表され、富める国の人々に対し、肉と乳製品の摂取
量を減らすよう提案している（例えばFAO, 2006;Cabinet Office, 2008; Foley, 2011）。
これは健康上、環境上、倫理上の理由による。例えばドイツ栄養協会の肉類摂取量推
奨値は、週当たり最大300～600グラムだが、これは現在ドイツ人が消費している量の
ほぼ半分である。ドイツ人全員が科学的な推奨に沿って健康な食生活をしたなら、食
肉消費は320万トンも減る。そうなれば、農業生産に必要な土地は今より180万ヘクタ
ール少なくて済む。これには飼料用大豆の栽培面積約82万6000ヘクタールも含まれて
おり、そのほとんどが南米にある（Noleppa, 2012）。WWFがいくつかの出版物で述
べているように、世界の食生活はもっと公平なものにならなければならない。開発途
上国での消費が伸びるのに応じて、富める国の人は肉の消費を減らしていくべきであ
る。「生きている森林レポート」のモデリングによると、ZNDD(森林減少・劣化正味
ゼロ)を維持するには、経済協力開発機構（OECD）加盟国の食肉消費を2050年までに
半減させる必要がある（Taylor, 2011a）。「エネルギーレポート」（Singer, 2011）
の100%再生可能エネルギーシナリオでも、バイオ燃料用に土地を空けるために食肉消
費をほぼ同じように削減することが前提となっている。

大豆に代わるもの：他の作物を大豆の代わりにすることは可能であり、動物用飼料に
限って言えば、特にそれは可能である。廃棄物を飼料にしたり、持続可能な方法で栽
培された他の植物を飼料にしたりすることもその一つである。ヨーロッパには、輸入
大豆への依存を減らしたいと考えている国々がある。そのため、域内での大豆栽培へ
の関心が高まっているほか、菜種やヒマワリ、地域に順応したマメ科作物のルピナ
ス、エンドウ、インゲンマメなど、代替タンパク源への関心も高まっている。アオウ
キクサ、昆虫のタンパク質、藻類なども将来の有望な代替品となりうる。調査や現地
プロジェクトがNGOや飼料産業、農家によって開始されている。しかしなんといって
も大豆は高タンパク、高カロリー作物である。我々が集約的な食肉生産システムに頼
り続ける限り、世界的なレベルで見れば、責任をもって栽培された大豆がきわめて効
率的な飼料であることに変わりはないのである。

責任ある大豆生産を目指して
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本プロジェクトの目的は、世界の大豆市場、森
林その他貴重な生息環境に対する大豆の影響、
その解決策について調査し、報告書を作成する
ことにある。本書は、既存文献の詳細な検討と
WWFの委託による世界の大豆市場に関する独
自調査に基づいている。文献の検討にはまず（
2013年1月）、「Web of Knowledge」でキーワ
ード検索を行った。（キーワードは次の通り。
「大豆」と「森林減少」、「大豆」と「生物多
様性」、「大豆」と「社会的影響」、「大豆」
と「持続可能性」、「大豆」と「市場」、「大
豆」と「環境」、「大豆」と「貿易」、「大豆
粒」、「大豆粒」と「商品市場」）。その結
果、2010～2013年の間の関連査読論文が得られ
た。その後さらに査読論文と灰色文献を調査し
た。こうした資料を、本プロジェクトのレファ
レンス・グループから提供された情報で十分に
補い、本報告書を作成した。
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